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SUMMARIES

The present status of decommissioning of nuclear 

power plants and their radioactive waste 

management in Korea
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東海発電所の廃止措置を進めて

　東海発電所は我が国初の商業用原子力発電所の廃止措置として、２００１年に着手した。以来、今日まで作
業を継続しており、現在、熱交換器の解体撤去を実施している。
　先般、米国のクライブ廃棄物埋設施設やザイオン発電所の廃止措置を見せて頂く機会があった。ザイオ
ン発電所は更地にするまでの廃止措置工事一式を委託で進めており、受託者はNRCの認可を得て、地元対
応も含めて廃止措置を実施している。恐らくこのような形態をとりうる最大の要因のひとつは、制度のほ
か、受託者が放射性廃棄物埋設施設を所有しており、廃棄物の埋設処分が円滑にできる事であろう。廃止
措置で発生する廃棄物は、放射能濃度が高い一部の放射性廃棄物（いわゆるGTCC）を除き、クライブ処
分場で埋設できる。また、この間の輸送は鉄道輸送が主体で発電所の原子炉建屋のそばまで引込み線を設
置し、解体撤去したあと、貨車に積み込み、搬出できるインフラが整っている。このため、廃止措置工程
も出来るだけ短期間になるよう計画が立てられる。翻って、わが国の状況を見てみると、残念ながら廃止
措置に伴い発生する放射性廃棄物の搬出先が決まっていない。関係者の努力にもかかわらず、やはりいわ
ゆる「廃棄物」問題の解決には時間がかからざるを得ない典型になっている。東海発電所では、解体撤去
は進むものの少しずつ解体撤去物の保管量が増加している。放射性廃棄物に限らず、クリアランス対象物
や放射性廃棄物でない廃棄物搬出も滞り気味で、特に後者はフォールアウトの影響評価がネックとなって
いる。福島における状況も同様と聞くが、このような廃棄物の処分に道筋をつけないことには、廃止措置
そのものが行き詰ることとなるので、今後一層解決に向け努力していきたい。
　一方、ザイオン発電所で所長さんから聞いた話の中に、何故、彼らは合理的に廃止措置が進められるの
かについて、「電気事業者以外の原子力発電所の運転をしてこなかった者による廃止措置であること」とい
う説明があった。運転経験者は、運転中の経験をそのまま廃止措置にも持ち込もうとし、廃止措置段階で
も必要な維持管理設備に過剰なケアをするというのである。わが国においては、米国のような体制は取れ
ないとしても、昨今の電力を取り巻く状況を踏まえ、廃止措置段階の合理化に取り組もうとしているとこ
ろである。既に、競争入札の拡大などを導入してきたが、今後一層の合理化に取り組んでいくことが、必
要であると考えている。時代に逆行するつもりは無いが、廃止措置段階における安全確保の考え方を、今
一度整理できればと考えている。
　また、先般はデコミッショニング研究会の一員として、石川迪夫先生やRANDEC澁谷専務理事にお供し
て、台湾に出かけ廃止措置セミナーに参加させていただいた。台湾では福島第一の事故の影響もあり廃止
措置が現実的になりつつあるようで、わが国の経験が大いに活かせよう。これは韓国についても同様であ
ろう。これからはこれらの方々にもお役に立てることがあれば大いに貢献させて頂きたいと考えている。
　廃止措置は当事者のみならず各方面の方々のご協力を得ないと進められず、福島第一も含め総力の結集
に向けた貢献が出来れば幸いである。

　苅込　　敏
日本原子力発電株式会社　廃止措置プロジェクト推進室長



１．廃炉の国際的動向

　廃炉とは原子力発電施設とその敷地を放射線安
全性の側面でその施設が入る前の状態に戻すこと
を意味する。廃炉方式には即時解体、遅延解体、
遮蔽隔離の３方式がある。即時解体方式は、１５年

ほどの期間が必要であり、敷地再利用及び社会的
受容性が良いという長所がある。一方、解体の中
で作業者の放射線被爆量が多いという短所があ
る。これに比べて、遅延解体と遮蔽隔離方式は解
体期間が長くて、敷地再利用及び社会的受容性が
良くないが、放射線被爆量は即時解体方式に比べ

― ２ ―

デコミッショニング技報　第４８号（２０１３年９月）

　本論文は、韓国の廃止措置及び放射性廃棄物管理の問題を紹介する。民間の原子力利用に関する韓国と
アメリカ政府間の原子力協定の改定作業は２年遅れ２０１６年初めになる見込みである。最大の問題は、使用
済燃料の再処理である。現実的にこれに関してアメリカの承認を得ることは困難である。しかし、韓国政
府は使用済燃料にパイロプロセッシング技術を使用する権利を得たいと考えている。韓国にとっての大問
題は、使用済燃料貯蔵プールが２０１６年に満杯になることである。２０１２年には、本件に関してタスクフォー
スができ、２０２５年までに使用済燃料の中間貯蔵施設を建設する提言を行った。この提言に基づいて、韓国
政府は２０１３年年９月に中間貯蔵施設の委員会を設ける予定である。
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韓国の原子力発電所の廃止措置と放射性廃棄物の処理処分の現状

金　慶敏（キム・ギョンミン） ＊
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＊：韓国漢陽大学政治外交学科　教授、政治学博士（����������	
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������補足：金教授は、韓国の原子力政策、宇宙開発政策提言を行う有識者で、韓国の中・低レベル放射性廃棄物処分施設の立地選定
委員の一人である。

　　本論文は、金教授のハングル語原稿を韓垠娥（ハン・ウンア）氏（漢陽大学政治外交学科、政治学博士）が翻訳したものである。



て少ない。最近、廃炉を遂行中の国々は短い解体
期間と社会的受容性のため即時解体方式を選んで
いる。
　２０１２年までに廃炉が完了または進行中の世界の
原子力発電所は合計１４１基であり、この内１７基が
完了し、１２４基が進行中である。廃炉の理由とし
ては寿命満了が大部分であり、一部政策的決定及
び故障または事故による廃炉が存在する１）。
　廃炉技術は地域、炉型、方式に従って適用技術
が多様であり、これによる費用の差が大きくな
る。また、多くの企業が廃炉事業に参加している
にもかかわらず、除染、撤去及び解体などの核心
技術はアメリカ、日本、フランスなど一部の国だ
けが特許を保有している。代表的な廃炉事業の企
業の一つ�����は即時解体方式の先頭企業で、
除染及び使用済燃料処理事業分野に重点を置いて
いる。��は廃炉装置を供給すると同時に原子炉
解体及び廃棄物輸送に力を注いでいる。イギリス
企業である����はガス冷却炉解体に多くの経
験を保有しており、特に除染分野で頭角を見せて
いる。
　廃炉市場は、初期商業化原子力発電所の老朽化
によって、今後大きく増加することが見込まれ
る。グローバルデータの分析資料によると、２０１２
年から２０３０年の間に廃炉が予想される原子力発電
所は約２２０基で、市場規模は総額１，１００億ドルと見
込まれる。国別で詳しく見れば、フランスに最大
の廃炉市場が形成されると思われる。フランスは
今後約４９基の廃炉を計画中であり、これは２１５億
ドル規模に当たる。続いて、イギリス、日本、ロ
シア、ドイツの順序で廃炉市場が形成されるもの
と見込まれる。韓国は同じ期間中に廃炉対象原子
力発電所は８基であり、約３３億ドル規模になると
予想される。年度別廃炉市場は２０１６～２０２０年に７７
基、２０２１～２０２５年には６８基の規模になると見込ま
れる２）。

２．韓国の廃炉政策の現況

　韓国は、最近の原子力発電所運営現況、経済、
金融環境変化及び技術発展などを考慮して廃炉費
用を含んだ事後処理費用の適正性検討を推進し、
２０１２年末に放射性廃棄物管理基金運営審議会にお

いて原子力発電所事後処理費用を大幅に現実的に
した。原子力発電所事後処理費用は、使用済燃料
管理負担金、中・低レベル放射性廃棄物管理費用、
原子力発電所解体費用である原子力発電所解体充
当金で構成されている。
　原子力発電所事後処理費用の再算定結果を要約
すると、使用済燃料を取り出す時にかる費用であ
る使用済燃料管理負担金の総事業費は２８兆ウォン
から５３兆ウォンで、約１．９倍増加する。放射性廃
棄物処分場で放射性廃棄物搬入時の管理費用であ
る中・低レベル放射性廃棄物管理費用はドラム缶
当たり７３６万ウォンから１，１９３万ウォンで、約１．６
倍に増加する。
　原子力発電所解体費用である原子力発電所解体
充当金は号機当たり、３，９８９億ウォンから６，０３３億
ウォンで、約１．５倍に増加する。しかし、事後処理
費用上昇にもかかわらず、原子力発電所の経済性
は相変らず維持される３）。今度事後処理費用の引
き上げによって２０１２年１月から１０月まで購入単価
を基準として原子力購入単価は４．１ウォン����
が増加されて４６ウォン����と算定され、有煙炭
７０ウォン����、���１７３ウォン���に比べて相
変らず低いレベルを維持する。しかし、原子力事
後処理費用の現実化及び最近の持続的な安全性強
化による原子力発電費用の上昇は購入電力費増加
をもたらして、これは電気料金引き上げ要因に影
響する見込みである。　
　初期商業化原子力発電所の老朽化で‘廃炉’が
原子力発電所分野の新事業で浮上している。また
韓国も２０１７年以後、コリ（古里）１号機を皮切り
に本格的な廃炉市場が形成される。しかし、いま
だに国内の廃炉技術と経験不足によって短期間に
事業参加は難しい見通しで、今後の海外企業との
協力を通じた技術確保後安定的な国内外廃炉事業
推進が必要である４）。

３．韓国の使用済燃料管理政策

　２０１６年から飽和が予想される使用済燃料の問題
は、一時貯蔵に関する公論化さえ円滑には行かな
い現状況は、韓国政府に深い政策的悩みを抱かせ
ている。すでに時間的な圧迫が大きい状況なので
２０１３年８月から‘使用済燃料公論化推進委員会’
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を発足して１年余りの間活動を通じて導出された
結果を土台として立地選定手続きを進行すること
で期限を決めて推進している５）。韓国は使用済燃
料に対して永久処分やリサイクルなどに対する政
策方向が確定されなかった状況なので、日本が推
進している中間貯蔵方式よりは‘一時貯蔵’の方
式で政策方向を取っている。　
　韓米原子力協定で使用済燃料の不拡散性技術で
ある‘パイロプロセッシング’技術の共同研究を
行うかどうかの交渉が進行中である。現在、韓米
原子力協定改訂交渉が２年延長された状況で、
２０１５年始めには決断が下ろされるものと予想され
る。しかし、アメリカは相変らずパイロプロセッ
シング技術が核不拡散性技術なのかに対して疑問
を申し立てて引き継ぐ状況なので結果に対する肯
定的な予測は難しいのが現実である。このような
状況で韓国の使用済燃料問題は国内外的に多様な
難しさに直面している。
　韓国は世界第５位の原子力発電国家であるのみ
ならず大規模な原子力発電所輸出国として浮上し
てる。韓国政府のエネルギー計画によれば、これ
から韓国は炭素排出増加のない経済成長のために
今後の原子力依存度を高める。韓国は原子力分野
の活性化によって開発と経済面で大きい成果を収
めたが、３０年間の使用済燃料の累積という否定的
な結果ももたらした。
　現在、韓国が保有している多くの原子炉の高レ
ベル放射性廃棄物貯蔵水槽が２０２０年前に飽和状態
になるが、韓国政府は原子炉寿命延長に必要な追
加施設を指定していないのが現状である。指定し
てこなかった理由は、過去これに対する国民の反
発が大きく、また、韓国の政治家たちが政治的で
も外交的でも危ない決定を控えてきたからであ
る。また、韓国の人口密度が高いことも要因の一
つになっている。一時貯蔵施設の永久化の可能性
による地域住民たちの憂慮と反発のため、永久貯
蔵施設の指定・建設がその他の原子力発電所国に
比べて難しい状況である。
　韓国政府は使用済燃料問題の解決のために再処
理方式に目を向けている。現在、韓国が考慮中の
オプションはパイロプロセッシングである。パイ
ロプロセッシングというのは、使用燃料を処理し
てストロンチウムとセシウムのような比較的短寿

命高放射能物質をとり除いて未使用長寿命物質で
あるプルトニウム、アメリシウムのような超ウラ
ン成分を貯蔵することである。この工程はまだ開
発されていない高速増埴炉で成り立ち、結果的に
永久貯蔵が必要な廃棄物と発生する熱量を減らす
ことができるようになる。現在の韓米原子力協定
は韓国の使用済燃料再処理を禁止している。協定
は２０１４年に終了するので、現在両国は今後の４０年
のための改訂を交渉中である。韓国はパイロプロ
セッシングの経済的、技術的可能性を研究する施
設建設に対するアメリカの承認を得て今後商業化
させようとする意志を持っているが、アメリカの
関係者は承認を控えている６）。
　フランスと日本の場合、再処理方式を利用して
使用済燃料の最終処理を延ばすことができた。ま
た、再処理施設を原子炉敷地外暫定貯蔵所（�����
��������	��
�����）で効率的に利用している。韓
国の多くの原子力専門家は、韓国が同様な方向を
採択しなければならないと主張している。韓国で
は、使用済燃料をパイロプロセッシング施設に移
して該当の施設で派生する労働力を地域住民たち
に供給することで使用済燃料処理施設の建設を受
容してもらえるようにすることである。
　しかし、このような構想は実現可能性が低いか
もしれない。日本の場合、青森県六ヶ所村の再処
理施設がそれほど必要ではないという事実が分
かっているにもかかわらず、建設計画を推進し、
その結果、不必要な数���の分離プルトニウムがで
き、日本の周辺国とアメリカを含めた多くの国々
からこれに対する憂慮をもたらした。国際社会の
他の国々も再処理によって核原料が原子力発電所
に追加供給されるが、核兵器製造に必要な核分裂
物質が生産されるために憂慮している７）。韓国
は、アメリカの実験室で考案されたパイロプロ
セッシングは既存再処理と違い、使用済燃料から
純粋プルトニウム抽出が不可能なので再処理方式
の一つと見なさないと主張する。それだけでなく
パイロプロセッシングは核兵器製造に必要な物質
を作り上げることはないので、伝統的な再処理方
式以上の規制を加えるのは正しくないと主張して
いる。アメリカ側は、パイロプロセッシングを再
処理方式の一つと規定しており、不拡散の努力に
とって障害物となるためにこれに反対している。

― ４ ―
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　ここで注目しなければならない点は、韓米両国
とも開発段階でのパイロプロセッシングに注目し
ているが、果してこの方式を通じて韓国の使用済
燃料の量をどの程度減らすことができるのかは、
もっと多くの研究を要する。韓国の使用済燃料問
題の解決方案は、現在韓米原子力協定の改訂交渉
で論議されている。２０１０年に合意され、２０１１年に
公式に始まった韓米共同研究は、安全で包括的な
使用済燃料処理方案に対して研究中であるパイロ
プロセッシングも考慮されている。基本的に使用
済燃料処理に対する多様な代案を研究するために
始まった共同研究プロジェクトは、現在パイロプ
ロセッシングの経済的、技術的可能性を含めて不
拡散の議題との適合性研究などに相当な重きを置
いている。しかし、技術的な共有合意が改訂交渉
の進展に相当重要な部分を占めており、最も楽観
的な状況を仮定してもパイロプロセッシングとそ
の他関連高速炉を利用した大規模な使用済燃料処
理は、今後の数十年間論議されないと考えられ
る。韓国として最も急ぐべき事案は、永久化の方
案につながり得る使用済燃料の中短期的管理方法
を捜すことである。そうしてこそ、パイロプロ
セッシング後に生ずる使用済燃料や高レベル廃棄
物を適切に管理することができる８）。

１）中短期的管理方法
　パイロプロセッシング承認の可否にかかわら
ず、韓国はどんな形態にしろ原子炉敷地内または
外に追加の使用済燃料貯蔵施設を必要とする。韓
国の原子力当局は現在使用中の使用済燃料貯蔵
プールの容量を増やすための多くの技術を取り入
れた。原子炉内の燃料消費を増やして使用済燃料
がプールに貯蔵される前に原子炉内にもっと長い
時間とどまるようにするとか、既存ラック（����）
を稠密貯蔵タックに入れ替えてプール貯蔵容量を
増やす技術などを導入した。また、韓国原子力学
会の勧告によって、原子力発電所内の老朽化した
貯蔵プールで貯蔵容量が残っている原子炉で使用
済燃料一部を移したりした。ウォルソン（月城）
原子力発電所の場合、�����炉の運転の後に燃
料を貯蔵するため乾式貯蔵キャスク方式を採択し
た５）。
　従来まで知られたことよりもっと長い期間、乾

式貯蔵キャスク方式を利用して使用済燃料を貯蔵
できることが分かり、韓国の貯蔵施設もこの技術
を使った寿命延長の可能性が大きくなった。乾式
貯蔵キャスク方式は、既存予想より使用済燃料を
ずっと長い期間安全に保管できることが分かり、
これは世界の多くの原子力発電所で使用されてい
る検証された技術である。１９８０年代にアメリカ原
子力規制委員会は原子炉の寿命が終えてから後に
も、少なくとも３０年間は安全に核燃料を貯蔵でき
ることを推定した。１９９０年、この年数はもっと長
くなって４０年ライセンス終了後、３０年間安全に保
管できる。その後、追加３０年間のライセンスが更
新でき、少なくとも１００年の間は安全な貯蔵が可
能であると分かった。
　基本的に、追加貯蔵空間確保の障害は、技術的
になく、政治的な問題であるので、韓国の政策立
案者たちが政治的問題を解決しようとしたら乗り
越えることができる。昨年、韓国原子力委員会は
韓国の軽水型原子炉で発生する使用済燃料は乾式
貯蔵キャスク方式に貯蔵されて該当の敷地内また
は中央敷地外貯蔵所に６０年以上も貯蔵できると主
張した。現在の状況では、コリ（古里）原子力発
電所施設に近接した位置にあるシンコリ（新古里）
原子力発電所に原子炉燃料を運ぶことさえ政治的
な不安要素によって行政区域が違うという理由か
ら不可能である。
　韓国の政治家と技術専門家が原子力に対する正
しい情報を伝えて国民と疏通しない以上、政治的
な障害物を飛び越えることは難しい。特に、乾式
貯蔵キャスク方式の安全性と恩恵に対する理解が
必要である。過去、国民の支持を受けようとする
努力は後ろ向きで国民参加が不足しており、恩恵
や他の危険要素に関する説明も不足であった。パ
イロプロセッシングは検証されていない研究プロ
グラムではあるが、十分な可能性がある方式であ
ることを知らせなければならない。既存の方法を
固守して政治的問題に対する技術的解決方案とし
てパイロプロセッシングを主張しないと未来にお
いても成功の可能性は少ない８）。
　一歩進んで、使用済燃料を管理する韓国の多く
の別個の場所が燃料消費、原子炉貯蔵、一時貯蔵、
長期解決方案などをすべて含んだ包括的接近方式
を中心として統合された説得力ある未来方向を提
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示して、韓国の政治家たちと国民が最適の決定を
するように支援しなければならない９）。しかし、
現在までの韓国の政策は官僚主義的内部葛藤で進
展がなかったし、政策決定は浅く非常に狭かっ
た。

２）長期貯蔵方法
　上記のように、韓国は使用済燃料管理方案とし
ての再処理、特にパイロプロセッシングに関心を
持っている。パイロプロセッシングを開発させよ
うとすれば、パイロプロセッシング工程で生産さ
れる燃料を燃焼させることのできる原子炉も一緒
に開発しなければならない。現在、韓国はアメリ
カの一体型高速炉（���������	
����
������
��）
の開発経験を土台にしている。しかし、多くの
国々では、数十年間開発中の高速炉はまだ商用化
に成功していない。韓国は原子力の自立とエネル
ギー自給力を確保するため再処理施設を保有しよ
うとしている。しかし、韓国が再処理施設を保有
することは経済的に不可能である。技術を保証す
ることのできる段階までは研究が成り立たなかっ
た。したがって、商用化された再処理施設を待ち
ながら解決方案を捜すことは、韓国に多くの選択
の余地のみならずその他の技術開発に必要な時
間、そのシステム稼動の時間に必要な準備をする
手助けになる。
　また、他の方案は韓国原子力委員会、アメリカ
原子力規制委員会を含めた他の国防省直轄部隊及
び機関が主張すること以上に貯蔵期間を延長させ
ることである。多くの国で使用済燃料や高レベル
放射性廃棄物の最終処分が引き延ばしになること
によって、１世紀以上貯蔵期間を延ばす方案に関
心が集まっている。貯蔵期間を延長とか無期限に
設定することは、他の長期的解決方案に比べて多
くの問題を抱えている１０）。確かな安全のためには
管理も無期限で成り立たなければならないのに対
して、これは事実上不可能だからである。しか
し、貯蔵期間の延長は多くの恩恵も持っている。
長期間貯蔵を保障して再処理施設や廃棄施設開発
に必要な経費を節約することができれば、廃棄施
設指定で発生する政治的な問題も阻むこともあり
得る。後で再処理施設やその他の選択をする機会
も提供できる。貯蔵期間の延長に必要な技術研究

は韓国においては肯定的である。
　一方、貯蔵期間延長にならないとしても、韓国
は数十年の間使用済燃料貯蔵問題を抱えることに
なる。その理由は、どんな処理であっても使用済
燃料が冷却された後にこそ可能であり、パイロプ
ロセッシングと同様な高度技術が必要な場合、今
後近い将来には大規模使用が不可能だからであ
る。万が一、使用済燃料を長期間貯蔵する場合、
貯蔵量を減らすのに必要なさまざまな方法があ
る。また、長期貯蔵時に生じる可能性のある燃料
自体または燃料ラックの損傷を阻むことにも多く
の方法がある。最近、最も多くの関心を集めてい
るのは長期乾式貯蔵である５）。
　また、長期廃棄の他の方式は、核種分離と消滅
処理（��������	
	
��
�������������	�	
��）で
ある。�＆�方式は費用が高い一つの方法である
が、地層処分のような長期廃棄方案の代案として
適用できる。�＆�方式は燃料量を減らして廃棄
物の特徴を変えて施設に貯蔵することになる。
　地層処分は連続的な管理なしに安全に廃棄物を
貯蔵することのできる唯一の長期方案として認識
されている。韓国が使用済燃料を直接廃棄する戦
略を選択しても再処理を選択しても、韓国は長年
のプログラム移行を通じて結局埋め立てなければ
ならない課題を抱えている８）。しかし、多くの国
で見えたように地層処分は原子力に対する自国民
の反発を招く方案である。
　地層処分関連で一番広範囲な課題は、採掘型地
層廃棄（��������	
	����
���	���	�）を選択する
か、それとも埋め立て型廃棄（���������	�
�����
�������	
	）を選択するかである。採掘型方式は
安全な地帯を選んで地下に貯蔵をする方式として
岩石、塩、泥のような自然物、または工学設計さ
れた遮断装置を伴う。���の場合、地下何��か
の深い地層に廃棄物包装物を置いて、また地下を
覆って封鎖する。採掘型方式の利点は関連技術が
高度に発達したということで、世界の多くの国々
が既に数十年の間研究をして来ていることであ
る。
　韓国も結局は類似の処分形式を採択しようとし
ている。通常の採掘型方式と比べた時、���方
式は放射性物質の漏出する確率が低い。最近の研
究によれば、封鎖が非常に悪い場合であっても
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���方式で埋め立てた場合、１０，０００年後の放射
能漏出の程度が地面の自然放射能漏出より１０，０００
倍低いといわれている。そのため、放射性核種の
漏出程度が非常に低く、それにより���方式は
採掘型よりよい方式と見なすことができる。しか
し、現時点で　���は費用が高く、削岩技術を含
めた廃棄物設置（����������	）技術が発展しな
い以上、費用が低くなることはない。また、関連
する韓国の政策立案者たちの憂慮は回収可能な処
理施設が必要であることである。���の場合、
廃棄物回収が不可能であるが採掘型では可能であ
る。
　地層廃棄に関連する争点の課題は、システム選
択がうまくでき、適切な敷地を探すことである。
一般的に地層廃棄施設（��������	�
�����	�
�	�
��������	
�）の建設において、敷地選定が一番難
しい課題である。設計時に、柔軟な接近方法を通
じて敷地や地理的環境をよく考慮しなければ国民
との疎通を通じてこのような施設物の必要性を早
く最大限に説得しなければならない。

３）使用済燃料問題の中短期的解決方法
・原子力発電所周辺の地域社会教育を通じて乾式
貯蔵キャスク方式の安全性の理解活動を行う。
一時貯蔵所と永久封鎖を連結させた理解活動を
通じて、原子力発電所廃棄の時‘処置困難な燃
料’が発生しないことを確信してもらう。
・使用済燃料を老朽するプールから新しいプール
に移す多くの方案を探索する。この中には該当
の原子力発電所が属している行政区域外に移動
させる方案も含まれるが、これを通じて数十年
程度貯蔵期間を延ばすことができる。
・１０年計画�‘バックエンド’�研究をアメリカと一
緒に推進して使用済燃料の廃棄方案を論議す
る。パイロプロセッシングを除くその他の新し
い方案には高速炉研究開発を始め、���と貯
蔵期間延長のような廃棄及び貯蔵方案、また、
国外に他の施設利用可能性が含まれる。今後の
２０～３０年間の貯蔵義務事項などを検討して、確
かな貯蔵空間を公式的に確保するようにする。
また、公共キャンペーンと政治系との疎通を通
じて自発的な敷地提案を導き出す８）。
・中央一時貯蔵施設（����）建設を検討して、乾

式または湿式の貯蔵方式の中で、より一時貯蔵
施設に相応しい選択をする。地域社会の����
受容に対する意志と今後原子力発電所建設の落
札方式を連結することも考慮することができ、
少なくとも他の原子力発電所からの使用済燃料
の受け入れに対する拒否感をなくす。

・長期廃棄のために今後の開発が可能な地層廃棄
敷地を選定する。

・最終処分施設は韓国において、その時期はまだ
決定していないし、技術的にも完成していない
と判断されるので、将来に備えた政策の策定と
研究を続ける。

・地域社会との積極的な交流は、貯蔵所建設に最
も重要な要素として認識される。地域社会の住
民に乾式貯蔵キャスク方式及びその他の貯蔵方
式の利点に対して説得する。韓国で最も難しい
使用済燃料問題は国民の支持を得る必要がある
のですべての過程に透明性を期する１０）。

４）使用済燃料の長期的解決方法
・韓国は国家次元または外国サービス利用を通じ
て、長期的に使用済燃料の管理方案を捜すため
さまざまな選択事項などを考慮しなければなら
ない。

・国家次元の戦略とロードマップを早く設定し、
広報されなければならない。もし代案が出な
かった場合、これは結局韓国が自国内に処分施
設を用意することにつながる。もちろん韓国の
願う方向はパイロプロセッシングであるが、こ
れと同じく最終廃棄のためには地層廃棄施設を
要するということを念頭に留めおかなければな
らない。

・無期限貯蔵、または　１００年以上貯蔵の可能な
施設は窮極的な目標になることがないし、敷地
選定イニシアチブは一時貯蔵所に限るというこ
とを明示しなければならない。何故ならば、使
用済燃料の廃棄を含む他の処理方法が開発され
ることがあり得るからである。韓国は他の国々
との協力を通じて���を含めた実質的な埋め
立て型方式試験、廃棄物包装体の管理方法と必
要な技術、埋め立て地建設と封鎖方式、今後の
可能な状況に対するシナリオ開発、���プロ
グラムに必要な技術的必要条件充足に対する研
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究をしなければならない。
・���地理的環境と施設物設計も開発されなけ
ればならない。しかし、時間的な余裕が多いほ
ど望む選択事項にだけ集中することを避けるべ
きである。韓国の地理に対する包括的研究が成
り立ったら最終廃棄が韓国で技術的に可能であ
るという事実を国民に説得させることができ
る。

４．韓国の使用済燃料公論化の現況

　公論化とは、特定の公共政策事案がもたらす、
あるいはもたらす社会的葛藤に対する解決策を模
索する過程において、利害関係者と専門家の多様
な意見を民主的に取り集めることで、政策決定に
対する社会的受容性を確保しようとする一連の手
続きを言う。
　使用済燃料公論化は、中・低レベル放射性廃棄
物処分場敷地選定過程の間違いを繰り返さないた
めに、使用済燃料管理政策を策定する段階から、
一般大衆、利害関係者、専門家などの多様な集団
と組織の意見を民主的に取り集めて反映して社会
的受容性を確保しようとする主旨で導入された。
　政府は　２００４年１２月に第２５３次原子力委員会で
“中・低レベル放射性廃棄物処分場と使用済燃料中
間貯蔵施設敷地は分離して推進するが使用済燃料
は国家政策方向及び国内外の技術開発の成り行き
などを勘案して中長期的に検討して国民的共感の
下で推進する”ことを議決した３）。
　これによって、政府は２００７年４月に大統領を委
員長とする国家エネルギー委員会の傘下に葛藤管
理専門委員会と使用済燃料公論化タスクフォース
を設置して使用済燃料の社会的公論化に対する検
討と論議を進めた。
　使用済燃料公論化タスクフォースは約１年にわ
たって使用済燃料の特性及び国内外管理政策、海
外公論化推進事例などを土台に、韓国の特性を考
慮した公論化のビジョンと原則、公論化の対象と
方法論、日程などに関する論議結果を整理して、
２００８年４月政府に‘公論化勧告報告として’を提
出した。
　公論化勧告報告では、使用済燃料公論化の施行
原則で専門性と特殊性そして韓国の社会文化及び

政治・外交的状況を考慮して、民主性、責任性、
道徳性、真正性、独立性、熟考性、回帰性、透明
性を基準に公論化が推進されなければならないと
勧告した。
　また、最終管理方法を決めてそれを履行するま
では相当な時間が必要なので、最善の検証された
最終管理方案を用意するまで中間貯蔵管理方案を
まず公論化の対象とするのが実用的であると勧告
した。
　政府はこの勧告報告書を土台として２００９年度下
半期から本格的な使用済燃料公論化を推進する計
画であったが、公論化に先立って公論化の法的土
台を用意して専門家グループ中心の使用済燃料管
理代案に対する深層検討が先行されなければなら
ないという意見が多く、政府が公論化推進方針を
変更した。
　２００９年１２月、放射性廃棄物管理法を改正して公
論化推進の根拠を用意し、２００９年１２月から約２１ヶ
月間、原子力及び放射性廃棄物分野専門家が参加
し、検討を行った。この検討を通じて原子力発電
所の一時貯蔵施設の飽和時点の検証、国内外管理
政策及び技術開発現況などを科学・技術的に分析
して専門家たちの意見を取り集め、原子力発電所
の一時貯蔵施設の飽和時点の延長方案など使用済
燃料の短期、中期、長期管理の代案を用意した。
　また、政府は２０１１年１１月から公論化準備段階で
専門家が用意した使用済燃料管理代案に対する検
証と公論化推進方案に対する意見集約のために、
原子力発電所地域代表、人文社会系、科学技術系、
市民社会団体などの利害関係者が参加する使用済
燃料政策フォーラムを運営し、朴�惠（パク・ク
ンヘ）現政府は国政課題中の一つで使用済燃料管
理のために、‘公論化委員会’を発足して（２０１３年
４月）、論議結果を土台に任期内の中間貯蔵施設
立地選定と着工を推進することを明らかにした。
原子力発電所内にスペースを拡張し、貯蔵量を増
やす法案もあるが、当地域の住民の反対でこの選
択は不可能であろうと判断される。
　なお、韓国にとっての大問題は使用済燃料が
２０１６年に貯蔵プールが満杯となることである。
２０１２年には、本件に関してタスクフォースがで
き、２０２５年までに使用済燃料の中間貯蔵施設を建
設する提言を行った。この提言に基づいて、韓国
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政府は２０１３年９月に中間貯蔵施設の委員会を設け
る予定である。
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１．はじめに

　臨界プラズマ試験装置（�����）のトカマク本
体及び周辺設備の解体（総重量として約５，４００��）
は、平成２１年度から着手し、平成２４年度（平成２４
年１０月）に完遂した。�����は、日欧共同で進め
るサテライト�トカマク計画として、長パルス化
と高圧力プラズマを目指した超伝導核融合実験装
置�������に改修するため、�����トカマクを解
体・撤去する必要があった。
　�����は、放射線障害防止法に基づく国内唯一
のプラズマ発生装置であり、平成３年から平成２０
年の１８年間の重水素実験で発生した中性子により

本体室の機器は放射化している。そのため、解体
作業は放射線障害防止法に基づいて実施し、解体
品の切粉や切断片等の放射化物の飛散防止を図る
とともに、作業毎に作業員や解体品の放射線測定
を実施した。さらに、解体した機器等は将来のク
リアランス処理を考慮して放射線測定データだけ
でなく材料、重量等のデータも管理記録し、管理
区域内に保管した。
　一方、�����本体は強力な電磁力に耐えるよう
に主要構造物（例えばトロイダル磁場コイル構造
体）は超硬材である高マンガン鋼からなり、更に
それらの構造体は本体中心部の狭隘部で溶接補強
を行っていることから、超硬材の狭隘部での切断
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　臨界プラズマ試験装置（�����）は、世界最大級のトカマク型核融合実験装置として１９８５年から実験を
開始し、将来の原型炉を目指したプラズマ研究開発を遂行した。１９９６年に臨界プラズマ条件を達成した
他、輝かしい実績を残し２００８年８月に実験運転を完遂した。その後、����を支援・補完する超伝導核融
合実験装置（�������）への改修工事を行うため、放射線障害防止法の下で�����の解体を実施した。本
報告では、�����トカマク解体の概要を紹介する。
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が課題であった。このため、解体にあたっては、
単に組立手順の逆を行うのではなく、作業時の被
ばく管理や解体品の保管場所までの流れを考慮し
つつ解体手順を構築するとともに、その解体手順
を実現するための適切な切断方法を見出す必要が
あった。加えて、本体室においては多くの解体作
業を同時に行う必要があることから、これらの安
全作業体制を構築し、作業の安全実施に注力した。
　�����本体解体においては、トロイダル磁場コ
イル（��コイル）の補強溶接部の切断と真空容
器の２分割を如何にして行うかが以下に述べるよ
うに工程的、技術的に大きな課題であった。��
コイルは、電磁力や転倒力により掛かる力を抑え
るために２個１組で上下２箇所の狭隘部を補強溶
接している。��コイルの解体にはこの補強溶接
部を切断する必要があり、この狭隘な場所で難削
材の高マンガン鋼を切断するため、小型で且つ分
解して持込んだ後狭隘部での再組立てが可能な専
用のフライス加工機を開発し、この課題を解決し
た。��コイルを撤去した真空容器は、高マンガ
ン鋼材で固定されたポロイダル磁場コイル（��コ
イル）が一体構造となっている。一方、建屋ク
レーンの定格荷重は２５０��であり、この制限を超え
ないように、一体構造を２分割する必要があっ
た。真空容器の材質は、難削材のインコネル、��
コイルは無酸素銅、高マンガン鋼であり、２分割
のためには、異種金属を同時に切断する必要が
あった。
　�＆�を実施した結果、冷却水を用いない乾式
ダイヤモンドワイヤーソーにより、一括切断が可
能であることを見出し、この２分割を実現した。
なお、このダイヤモンドワイヤーソーは、直径約
１０��のワイヤーを通すことができれば、遠隔操
作で切断可能であり、安全性も高い工法である。
これらの解体工法を用いて解体作業を進め、��
コイルの吊り出し、真空容器の吊り出し等の主要
作業を進め完了することができた。本報告書は、
�����本体装置を中心に解体全般についてまとめ
たものである。

 

２．JT-60解体の作業内容

２．１　JT-60の概要
　�����は、本体装置などの主要部で直径約１５�、
高さ１３�、重量約５，０００��を超える国内最大のトカ
マク型核融合実験装置である（������）。
　本体装置は、核融合反応を起こすために必要な
高温プラズマ条件を実現するため、内部に高純度
の水素或いは重水素を充填する真空容器、強磁場
によりプラズマの閉じ込めや位置制御を行う��
コイルや��コイルの大型コイル、コイルによる
電磁力や地震で発生する応力に対して真空容器や
コイル自身を支持する架台等から構成される
（������）。本体装置の主な材質は、��コイルケー
スは高マンガン鋼、��コイルは無酸素銅、真空容
器はインコネル材、星形トラスビームや支持柱等
の支持構造物は高マンガン鋼である。また、本体
装置は、電磁力等に対して耐えうるように装置の
各部位は、溶接により補強対策が施されている。
そのため、前章で触れたように本体装置の解体で
は、通常の解体作業に先立ち、これらの補強対策
箇所の加工を行う必要がある。
　また、本体装置の周辺には、真空容器内を超高
真空に排気する真空排気設備などの本体付帯設
備、プラズマの温度を上げるための加熱装置とし
て中性粒子入射加熱装置（���）と高周波加熱装
置（��）、プラズマの温度等の性能や挙動を計測
する計測装置など、種々の周辺設備が本体装置を
取り囲むように配置されている。
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Fig. 1  Panorama of JT-60 tokamak device



　このため、本体装置の解体に当っては、先ずこ
れら周辺設備から解体・撤去する必要がある。な
お解体においては、これらの機器が放射化されて
いるほか、真空排気ライン配管など内表面には、
重水素同士の核融合反応により発生したトリチウ
ムが付着している可能性を踏まえて放射線管理を
行いながら作業を行う必要があった。

２．２　解体のための切断作業
　�����本体解体においては、電磁力等に対して
機械的な強度を補強するために溶接されていた補
強部の切断が大きな課題であった。すなわち殆ど
の溶接箇所は、高マンガン鋼の支持構造物同士を
はめ合いで固定する所であり、結果的にその切断
は狭隘部で実施する必要があった。
　��コイルの解体にあたっては、この狭隘部で
補強溶接された２個１組の��コイルを１体のま
まで廻し込みながら吊り出すことは技術的に困難
であると判断されたため、��コイルを１個づつ
切り離してから吊り出すことを解体の前提とし
た。このため、すべての溶接部を予め切断する必
要があった。次に、１個ずつ分離した��コイル
をドーナッツ状の真空容器から抜き取るために
は、真空容器（＋��コイル）の２０度セクター分
を切り取り、��コイルを抜き出すためのスペー
スを作っておく必要がある。真空容器は外側に
��コイルがあるため、切り取り部は真空容器内
側から分割して切断し（真空容器自身はより裕度
を取って４０度セクター分を切断）、真空容器内部

に引き込む必要があった。この真空容器の外側表
面には保温材があり、保温材が飛散しないような
切断手法が必要であった。
　その次に、��コイルの切断に移行した。��コ
イルは５種類、計４５断面ブロックからなり、真空
容器の外側を取り巻くように取り付けられてい
る。��コイルを吊り出すためには、２０度分の��
コイルを切断・搬出する必要があるが、ブロック
数が多いことから、その切断作業の短縮化が求め
られていた。加えて真空容器のポートについて
は、��コイルを回し込む際に干渉するため、事前
に真空容器から切断しておく必要があった。
　一方、��コイル撤去後には、切り取った２０度セ
クター部以外の残った真空容器（約４０��）＋��コ
イル（約２８０��）の吊り出しが必要となる。建屋ク
レーンの性能から吊り上げる総重量が２５０��以下
になるように２分割する必要があった。さらに４５
ブロックの��コイルは、高マンガン鋼の支持構
造体を介して真空容器の外側に取り付けられてお
り、この真空容器と��コイルの一体構造物を２
分割するには、インコネル、銅＋絶縁材、高マン
ガン鋼の複合材の切断手法を見出す必要があった。

（１）��コイル補強溶接部の切断
　��コイル（約７０���個、全部で１８個）は、２個
１組で上下２箇所のトカマク中心側狭隘部を幅
６０��×深さ５０��×長さ１０００��に亘って補強溶
接していることから、��コイルの解体にはこの
補強溶接部を先に切断する必要があった。特に、
��コイルの構造体は、強力な電磁力に耐えうる
ため超硬度材（難削材）である高マンガン鋼であ
り、狭隘部でこの高マンガン鋼を切断することが
求められた（������）。狭隘部では、火気を用いた
切断方法で溶融金属を吹き飛ばすことができない
ことから、機械的なフライス切断を行うこととし
た。ただし狭隘部であるため汎用のフライス加工
機をそのまま取り付けることはできず、分解して
持込んだ後狭隘部で再組立てが可能な専用の小型
フライス加工機を開発する必要があった（������）。
　フライス切断においては、加工時の振動を抑え
る充分な剛性を持たせるとともに、作業員が直
接、切断箇所を見ることができない狭隘部での切
断に対して、��モニタを付帯させる等の工夫を
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行った。更にフライスの刃については、切れ味と
損耗を実際の��コイル切断で確認しながら、入
手可能な種類のなかで最適化を図った（������）。
具体的には超硬エンドミルが最も高マンガン鋼の
切断には有効であった。この結果、１箇所の切断
時間は約９日間（上側平均：７日間、下側平均：
１１日間）で実施できた。

（２）真空容器４０度セクター分の切り取り
　真空容器は、難削材であるインコネル６２５で６
��厚の板材を２枚用いた二重構造であり、外側
には��コイルがあるため切断は内側から行い、
切断片は真空容器の内部に引き込む必要があっ
た。火気手法は、真空容器外側のコイルの絶縁材
（エポキシ＋ガラス繊維）等に引火する危険性があ
り採用できないため、機械的な切断手法を用い
た。この際、真空容器外側表面にはセラミック系
の保温材が装着しており、保温材まで切断すると
セラミック粉末が飛散し、��コイルに囲まれた
狭隘部では洗浄が困難となることから、保温材を

切断しないで真空容器のみを切断することが求め
られた。このため、位置検出センサーを有し曲面
形状に沿って切断深さを精密に管理できる専用の
フライス機を導入することでこの課題を解決し、
真空容器４０度セクターを４分割して、真空容器内
部に引き込むことを実現した（������）。

（３）真空容器ポート切断
　��コイルを真空容器から吊り出すためには、
真空容器に溶接されているポートを先に切断する
必要がある。この切断においてもポートの外側に
はセラミック系の保温材が装着していることか
ら、真空容器内側からポート筒のみを切断するこ
ととし、真空容器切断と同様に切断厚みを制御し
ながら切断してセラミック粉末の飛散防止を図っ
た。

（４）ポロイダル磁場コイルの切断
　真空容器４０度セクター分を切り取った後は、
��コイル２０度分を真空容器外側から切断し取除
いた。��コイルは銅バーに絶縁材を巻いた多層
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Fig. 3  Welding parts of TF-Coil

Fig. 4  Small milling machine for TF-Coil

Fig. 5  Milling machine for vacuum vessel



構造で、総数４５ブロックが真空容器を取り囲むよ
うに配置されている。最も太い��コイルの断面
は約３５��×約４５��であり、通常のセーバーソー
では切断長さが足りず、切断長さが５０��のギロチ
ンソーという特殊な鋸機構を用いて切断を試み
た。しかしながら１つのコイルの切断に１週間程
度もかかり、作業期間の短縮が大きな課題となっ
た。
　これに対して、冷却水を全く使用しない乾式ダ
イヤモンドワイヤーソーを導入し、��コイルの
一括切断を試みたところ、極めて短期間（約５日
間：切断のみの正味時間）で��コイルブロック
の切断（２線切）に成功した。ダイヤモンドワイ
ヤーソーは、切断物の大きさや形状に依存するこ
となく使用が可能で、ワイヤソーと各種プー
リー、駆動モーターから構成され、プーリーの
セッティングにより任意の部位からの切断ができ
る。乾式ダイヤモンドワイヤーソーのコイル切断
（銅バー＋絶縁材）の実績が無かったので、先に試
験体を用いて切断能力の確認をし、最終的に実機
切断を回転速度２０���で実施して実現した。切断
が進むにつれ張力が変化するが、常時モーターの
電流値にてフィードバック制御を行い、調整用
プーリーがワイヤソーを張る方向に移動し、常に
一定張力を維持しながら切断を行う（������）。冷
却水を使用しないので、切断の切粉については放
射化物を含む排水処理の必要がなくビニール養生

と掃除機で切断後の清掃が可能であり、作業時間
の短縮、合理化ができる。更には作業員が切断箇
所に居る必要もないことから怪我、被ばくの可能
性も低く、極めて有効な切断手法であることが明
らかとなった。

（５）「真空容器＋��コイル」の２分割
　��コイル解体後の真空容器＋��コイルの解体
に当たっては、�����製作時と逆手順の方法で真
空容器と��コイルを分離する案も考えたが、こ
の場合、��コイルを抜き取るための２０度セク
ター部の切り取りと同様に、真空容器の切断と４５
ブロックの��コイルの切断に加えて、３６箇所の
��コイルの支持構造体や真空容器のポート等の
追加切断が必要となり作業期間の長期化が懸念さ
れた。このため、銅製��コイルの効果的な切断
を実証した乾式ダイヤモンドワイヤーソーで、さ
らにインコネル（真空容器）、高マンガン鋼（��
コイル支持構造体）等の材料も切断可能であれば、
「真空容器＋��コイル」の一括切断が可能と考え
た（������）。
　このため、試験体で切断性能を確かめたとこ
ろ、高マンガン鋼の切断時間は銅に比べ２倍程度
遅くなるものの、技術的に適用できることを確認
し、実機で「真空容器＋��コイル」の一括切断
（１線切）を試みた。この結果、ダイヤモンドワイ
ヤーソーの損耗は、��コイル単体の切断に比べ
３倍程度となり、途中３回交換する必要があった
ものの、約７日間（切断のみの正味時間）で一括
切断を実現した。この値は、真空容器の４０度セク
ターを内側からフライスで切断した時に要した時
間の約１�４であり、極めて効率の良い有効な切断
手法であることを示した。

２．３　放射線管理
　�����は、１８年間の重水素実験で発生した中性
子（積算１．５×１０２０個）により放射化している。本
解体は、核融合実験装置が放射線障害防止法の下
で行う最初のケースである。解体作業は、放射線
障害防止法及び予防規定に基づいて実施し、大き
なポイントは、切断作業に伴う切粉等の飛散を防
止し作業者の内部被ばくを防ぐとともに、解体品
を適切に保管管理することであった。さらに、作
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Fig. 6  Diamond wiresaw system



業に当たり、本体室内の領域区分（�����トカマ
ク中心からⅠ～Ⅳの４領域）を行い、放射化レベ
ルが最も高い真空容器近傍の領域�では、作業員
の滞在時間を極力短くするとともに、領域Ⅰの
���材（����が支配的）に関しては保管容器に入
れた上で保管専用の建屋に保管、それ以外の領域
（Ⅱ～Ⅳ）から出た解体品は保管容器に入れ保管専
用の用地に保管するなど、領域に対応して保管管
理を行った。

（１）作業時の管理
　機器の切断が必須となる解体作業においては、
切断時に発生する放射化した切粉や切断片等の飛
散防止に努めるとともに作業者等に対する内部被
ばく等の防止が重要である。そのため、作業者に
は作業内容に応じた適切な防護具を装着させると
ともに、作業の種類毎に作業エリアを明確に区分
した。
　加工が伴う作業（切断、溶断等）と加工が伴わ
ない作業（スパナ等）は、養生方法や防護具が異
なるために混在させない。また、加工が伴う作業
は空気汚染が伴うもの（熱による加工の溶断、プ
ラズマ切断）、伴わないもの（鋸等による機械切
断）があり、養生方法が大きく異なる。鋸等によ
る機械切断は、切粉の管理が全てであり、養生し
た作業エリア外に飛散させない管理を行う。熱に
よる加工は、グリーンハウスまたはそれに準ずる
養生にて、局所排気装置を設け負圧管理の下で作
業を行う。実際の作業において、作業場所が狭隘
で確実な養生ができない場合は、可能な限りシー
ト等で養生を行い、さらにその周辺部まで養生を
拡大し、そこで完全に切粉を押さえ込むことにし
た。さらに、作業者が切断の作業エリア外に出る
場合は、原子力機構の放射線管理担当員等が作業
者の身体サーベイを行い汚染がないことを確認す
る等の方法を取った。

（２）解体品の収納保管
　�����トカマクの解体品は、管理区域からの解
体となるため全ての解体品は、放射線測定を行っ
た上で、那珂核融合研究所内にある管理区域内に
原則、放射化物として保管する。この解体品は、
�������で再据付するもの（約６００��、約１，０００点）

と、再据付する可能性が低いもの（約４，８００��、約
１２，０００点）がある。再据付する可能性が低い解体
品は、大きいものから小さいものまで多種多様で
あり、効率良く収納するため、専用の保管容器と
密閉容器を用いた。
　保管容器は市販の海上コンテナ（２０���、４０���）
を用い、密閉容器はトリチウム汚染の可能性があ
る真空配管等を収納するためのもので、保管容器
（２０���）を密閉構造に改造したものである。
　保管用地は、放射化した解体品を入れた保管容
器専用の保管場所で約９５０��が保管されている。
�����機器収納棟は、本体装置等の大型機器を中
心に約３，８５０��が保管されている。一方、�������
で再据付けする解体品は、�����発電機棟��室
他にて主に���加熱装置等約６００��（約１，０００点）
が保管されている（������������	）。
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Fig. 7  Storage containers in storage site

Fig. 8  NBI tanks in motor generator building



（３）解体品の保管管理方法
　解体品の保管は、放射化物としての厳重な管理
は言うまでもなく、将来のクリアランスも考慮し
た情報管理も重要である。特に、�������で再据
付けする可能性が低い多くの解体品は、使用履歴
の異なる機器を大量に保管容器または密閉容器に
収納し、一定期間保管することになる。そのた
め、将来においても放射化物の情報が容易に照合
できるシステム（保管管理システム）を構築し、
その情報を確実に保管する必要がある。�����解
体では、１つの機器でも切断分解された機器毎に
一つの単位として管理した。また、同じ種類の再
使用品同士を固縛したり、ドラム缶等の容器に格
納した場合は、その纏まりごとにタグ番号を発行
し管理した。そのため、そのタグ番号により保管
管理システムのデータベースから個々の情報が確
認できる１）。

（４）保管管理システム
　再据付けする可能性が低い解体品に関しては、
全ての情報を計算機で管理するために保管管理シ
ステムを開発した。保管管理システムは、保管管
理システムサーバー内に解体品情報をデータベー
ス化し、そのデータベースの閲覧や保管管理台帳
を作成したり、解体品のタグ番号又はバーコード
スキャナーを用いて、そのものの情報を抽出する
機能を有する。解体品情報の登録や閲覧、出力
は、ローカルエリアネットワーク（���）に接続
されたクライアント��から���ブラウザ（������
�������	
���等）にてアクセスできるようにした
（������）１）。

３．JT-60解体作業の進捗

３．１　解体スケジュール
　２０１２年（平成２４年度）の下旬に欧州（スペイン）
から新たに組立が始まる超伝導核融合実験装置
�������の基礎部となるクライオスタットベー
スが搬入される予定であったため、同年の中旬ま
でに本体室中心部を更地化した。解体作業は、単
年度契約であり作業の継続を考慮しながら実施す
る必要があった。�������に�����解体工程を示
す。本体装置の解体の流れ（�������）に示すよう

に、１つ目の大きなマイルストーンは、��コイル
の吊出し・撤去（�２３年度内）であり、��コイル
を撤去するために、各設備の解体を逐次進めて干
渉機器がなくなった状態で��コイルを撤去し
た。２つ目のマイルストーンは、真空容器を軽量
化（２分割）した後の吊り出し・撤去（�２４年７
月）であった。以下に各年度毎の作業内容を詳し
く述べる。

３．２　２００９年（平成２１年度）の解体作業
　２００９年は、解体準備作業として、解体を効率的
に進めるための前処理を行った。目的は、解体機
器を搬出するための空間確保として、本体室と組
立室を仕切っている遮へい壁と負イオン中性粒子
入射加熱装置（�����）高電位テーブルの分解、
移動であり、その他に、周辺機器（本体付帯設備、
計測装置、��加熱装置）で解体に干渉する機器の
一部を分解し移動させた。さらに、自営解体とし
て、原子力機構職員により真空容器内の第１壁タ
イルの取り外しと各装置の電源・制御ケーブル、
冷却水配管、圧縮空気配管等のユーティリティー
を切り離すアイソレーション作業等を実施した。
　特に、第１壁タイルの取外しは、真空容器の切
断に先立って行う必要があるが、作業には真空容
器内タイル位置、取り付け状況、取扱方法等を熟
知していることが求められる。そのため、外部業
者に依頼せず自営で、真空容器内全面に張られて
いる総数１２，０００枚の保護タイル取り外しを約７０日
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Fig. 9  Disassembled components management system
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Fig. 11  Disassembly flow of JT-60 tokamak device

Fig. 10  Schedule of disassembly



間（総人工数約７００人日）かけて実施した。第１壁
タイル部は、�����装置の中でも放射化レベルの
高いエリアであり、作業に当たり日々の被ばく管
理が重要であった。そのため、綿密な作業計画と
管理にて、作業を効率良く行い、作業者の被ばく
が局所的に集中することなく平均化するように配
慮した２）。

３．３　２０１０年（平成２２年度）の解体作業
　２０１０年前半は、本体装置の解体が控えており、
本体装置の解体へスムーズに移行するため、本体
装置を取り巻いている周辺機器を中心に解体を
行った。上部の大型機器である計測架台を移動
し、ペレット入射装置やガス循環系配管等の本体
付帯設備、��加熱装置（����ランチャー）、���
加熱装置架台（配管ヤグラ、��ステージ）等周辺
部の大型機器を解体した。後半は、本体装置、
���加熱装置の本格的解体と残った周辺機器の一
部の解体を行った。

　本体装置は、��コイル補強溶接部と真空容器
ポート部の切断を開始した。また、本体装置の転
倒力を吸収していた装置上部の支持構造物である
星型トラスビームの解体も行った。��コイル補強
溶接部と真空容器ポート部の切断は、２章で詳し
く述べたように専用のフライス機を開発し、実機
での動作等の検証試験も兼ねて行った。特に下側
の��コイル補強溶接部は、上部よりもさらに狭
隘なスペースに小型で機械剛性のある回転切削機
を設置する必要があったが、一体での取付けが困
難であるため、一度分解して溶接部に持ち込みそ
こで再度で組立ながら切断を行う等の工夫をした。

３．４　２０１１年（平成２３年度）の解体作業
　２０１１年が解体のメインの年であり、特に��コ
イルの解体を完了させることが大きな目標であっ
た。前半は��コイルの解体に干渉する機器の切
断作業を確実に進めた。２０１０年からの��コイル
補強溶接部と真空容器ポート切断を継続しつつ、
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Fig. 12  Disassembly of TF-Coil



上架台、上スペーサーの解体を適宜進めた。更
に、��コイルを廻し込むために干渉する��コイ
ル支持体ストッパーの切断を実施した。��コイ
ル支持体ストッパーは、��コイルが外側に動か
ないように上スペーサー面に当てて固定するもの
で、材質が高マンガン鋼で��コイルを挟み込む
ように設置されている。これらの切断は、中ぐり
盤とダイヤモンドワイヤソーを併用して行った。
　��コイルを吊り出す空間（２０度セクター分）は、
２章で紹介したように、真空容器と��コイルを
切断して作り出した。真空容器の切断には、作業
性と外部保温材の飛散防止を考慮し、真空容器の
内部から曲面形状に沿って切断可能な専用のフラ
イス機を開発して行った（������）。��コイルの切
断は、真空容器切断後、乾式ダイヤモンドワイヤ
ソーにて４５ブロックに及ぶ��コイルを一括で切
断した（������）。��コイルの吊り出しは、真空容
器ポート部及び��コイルとの干渉を確認しなが
ら慎重にクレーンにて１台ずつ吊り出しを行った
（�������）。吊り出した��コイルは組立室で専用
の運搬冶具に固定し、�����機器収納棟に輸送し
た。

　�����機器収納棟は、解体品の主要部品の再組
立を行い保管できるように設計建設されたもので
あるが、今回の再組立てに合わせて再度基礎工事
を行った。再組立は、ベースとなる基礎の架台を
従来の下架台ではなく、上架台を天地して下架台
として用いた。これは、解体手順により上架台か
ら解体が始まり、下架台が解体されるのが終盤で
あったため解体工程上、先に解体された上架台を
基礎に用いて作業の合理化を図ったものである
（�������）。

３．５　２０１２年（平成２４年度）の解体作業
　解体の最終年度にあたる２０１２年には、��コイ
ル解体完了後の状態から本体室中心部を更地化し
て完遂までを行った。平成２４年度のメイン作業
は、��コイルを撤去した真空容器と��コイルの
一体構造を２分割することである（�������）。建
屋クレーンの定格荷重（２５０��）を越えないように、
真空容器と���を一体で切断し軽量化する必要
があった。真空容器と��コイルは、��コイルが
解体撤去されたことにより専用の受台上に置かれ
ている状態であり、地震対策でワイヤロープにて
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Fig. 13  Assembly of TF-Coil in storage building



固定はしてあるが、ボルト等で確実に固定してい
る状態ではない。そのため、強い外的な衝撃を与
えることなく作業を進める必要があった。切断時
の保温材の飛散に対しては、��コイルが撤去済
であり充分な作業空間を確保できることから、切
断箇所に養生ハウスを設置し飛散防止を図った。
この一括切断は、極めて良好であり、約１週間で
真空容器等の２分割を実現し、専用のフライス機
に比べて約１�４に期間を短縮することを可能とし
た（２章参照）。切断により重心位置が変化した真
空容器は、専用吊り治具（吊り天秤、スリング）
にて一方の真空容器に触れることなくバランスを
保持しながら吊り出し、組立室に仮置きした
（�������）。
　その後、真空容器内部は、トリチウム汚染の可
能性があるため、ポートを含む切断面の全てをス
テンレス板材で溶接閉止により密閉状態とし、大
型トレーラー（スーパーキャリア）にて保管場所
の�����機器収納棟に運んだ（�������）。�����機
器収納棟においては、建屋クレーンの定格荷重
（１００��）を越えるので、組立式の油圧で駆動する門
型クレーン（スーパーリフト）にて大型トレーラー
から吊り上げ設置した（�������）。その他、真空容
器解体後に構造物である支持柱類、下架台、基礎

― ２０ ―

デコミッショニング技報　第４８号（２０１３年９月）

Fig. 14  Outline of disassembly in 2012

Fig. 15  Lifting of vacuum vessel

Fig. 16  Transport of half of vacuum vessel



架台を解体した（�������）。また、並行して周辺設
備で残っていた基礎架台内の��コイルフィーダ
や計測と��加熱装置架台の解体も行った。　
　以上の解体を経て、平成２４年１０月までに本体室
中心部は更地となり、また、�����機器収納棟に
も解体機器が保管され、長年に亘る�����解体は
完遂した。（�������	�����
�）。

５．解体作業における作業分析

　�����解体は、日欧共同の国際協力である���
����計画に基づく工程が予め確定しており、限
られた期間と予算内で進める必要があった。特に
本体装置の解体に不可欠な切断作業は、放射線障
害防止法の下に切粉の飛散と作業者の内部被ばく

防止を図りながら安全でかつ効率良く作業を進め
ることが重要となった。更に、�����解体は、
メーカーに発注する契約形態が単年度契約（一般
競争契約）であったため、長期に亘る作業を分割
して発注する必要がある。このため作業開始前に
は、�����の過去の作業経験や今回の各�＆�の
結果を充分検討し、本体装置は無論、周辺の機器
に至るまで詳細な解体工程表を検討して、年度毎
の契約を行った。このような作業により、受注
メーカーに対して効率的な解体作業を指示し、限
られた期間で解体を完遂することができた。
　実際の解体作業においては実績工程からも分か
るとおり切断作業が工程を決めた（�������）。更
に本体装置の解体作業量としても切断作業は、全
体の約４割を占め、この作業を効率良く実施する
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Fig. 19  Tokamak hall after disassembly

Fig. 20  Panorama of storage building

Fig. 17  Setting of vacuum vessel in storage building

Fig. 18  Disassembly of base frame
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Fig. 21  Detailed disassembly schedule

Fig. 22  Percentage of disassembly works



ことが、�����解体の鍵であった　（�������）。す
なわち狭隘空間で重量物を切断する場合、目視確
認の困難さ、切断直後の応力開放による切断物の
急な移動等、危険が伴うため、そのリスクを下げ
る手法が求められる。さらに真空容器近傍では、
作業員の被ばくを軽減するためには、作業員の真
空容器近傍での滞在時間を短くすることが求めら
れる。
　このため今回の解体では、対象機器に応じて、
分解・組立が容易で狭隘部に取付可能な小型フラ
イス加工機や切断深さを管理できる専用フライス
加工機等を投入した。これにより、切断時の切粉
の飛散を抑えながら高マンガン鋼やインコネル等
の難削材の切断を実現した。��コイルを撤去し
た解体後半では、切断箇所に養生ハウスを設置
し、乾式ダイヤモンドワイヤーソーにより真空容
器と��コイルの一括切断を実現した。特にこの
ダイヤモンドワイヤーソーは、１０��のワイヤー
が通る空間を確保すれば、機器の大きさ・形状に
依存せず難削材の一括切断が可能であり、工程短
縮（専用フライスと比べ約１�４）と安全確保（作業
員は切断箇所に近づかなくても可能であり、巻き
込まれ、被ばく等の危険が無い）に大変有効であ
ることを実証した。今後、こうした解体の経験や
実績は、核融合分野以外の複雑な機器・設備の切
断作業においても適用が期待できる。

６．まとめ

　�������建設に向けた�����本体の解体作業

は、平成２１年度の自営による真空容器内の約
１２，０００枚の第一壁タイルの撤去等の解体準備に始
まり、平成２２年度前半の周辺機器解体、平成２２年
度後半の本体装置・���加熱装置解体、平成２３年
度の本体装置の主要機器である上架台（約２５０��）、
トロイダル磁場コイル（��コイル：約８０���個、
全１８個）の解体作業を終了し、各々を�����機器
収納棟に保管した。最終年度の�２４年度には、真
空容器（約４０��）＋ポロイダル磁場コイル（��コ
イル：約２８０��、支持体込み）を一括で２分割に切
断、吊り出し後、�����機器収納棟に保管すると
ともに、下架台（約２００��）、基礎架台（約１７０��）
の解体、保管を行い、３年に亘って行ってきた解
体総重量約５，４００��に達する�����トカマク本体及
び周辺設備の解体作業を完了した。　
　�����の解体作業は、放射線障害防止法の下で
の最初の核融合実験装置の解体であったが、適切
な切断手法や放射線管理手法を導入することで、
長期に亘る解体作業を無事故�無災害で終えるこ
とができた。

参考文献
１）西山友和　他，“JT-60解体に伴う放射化物解
体品の保管管理，”平成２２年度熊本大学総合技
術研究会報告集（CD-ROM），１１P－２４０，２０１１．
２）柳生純一　他，“JT-60解体に伴う内部タイル
の取外し報告，”平成２２年度熊本大学総合技術
研究会報告集（CD-ROM），１１P－２４１，２０１１．
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１．はじめに

　日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構と
略す）人形峠環境技術センターでは、２００８年度か
ら製錬転換施設の廃止措置の一環として、乾式転
換設備を中心とした管理区域内の主要設備及び機
器の解体・撤去を実施しており、２０１１年９月に給
排気設備等の付帯設備の解体を除いてすべての解

体作業を終了した。引き続き、使用済み流動媒体
を保管している地下貯槽の解体・撤去及び「ウラ
ン 転 換 試 験 設 備（����Ⅱ�������	
������
�
��������	Ⅱ）」が設置されていた附属棟の給排気
設備解体作業を行った。これら、一連の廃止措置
は２０１３年度上期で一旦終了し、解体物の材質や化
学組成などのインベントリ調査のためのサンプリ
ングを実施する計画としている。
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　製錬転換施設では、２００８年４月から廃止措置を開始しており、２０１１年９月に管理区域内主要設備等の解
体を終了した。この間、約４８０���の解体を実施した。また、これに要した総人工は１２，０００人日であった。
その後、付帯設備の一つである「使用済み流動媒体の地下貯槽」の解体・撤去を実施した。この貯槽は、
製錬転換施設床下の地中に設置されており、周囲をモルタル充填している。このため、予めバックグラン
ドレベルまでの除染を実施し、解体時に周囲のモルタルや土壌が汚染するリスクを回避した。除染手法と
しては、ブラストや酸洗浄等も検討したが、二次廃棄物発生量が少なく焼却可能な剥離塗膜の一種である
ジェル（���������）を使用した。この結果、目標レベルまでの除染ができている。
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人形峠環境技術センター「製錬転換施設」廃止措置の進捗状況
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　製錬転換施設の廃止措置は、国内で行われる
「大型核燃料サイクル施設廃止措置」の初めての
ケースである。このため、製錬転換施設廃止措置
の経験が、今後実施される核燃料サイクル施設廃
止措置の合理化に寄与できるよう、�������に示
した技術や体制等の目標を設定して実施してい
る。例えば、技術情報を体系的に取りまとめるた
めに、解体・撤去作業に要する人工等の作業効率
を評価するための情報や、解体・撤去作業に必要
な業務、手順等を解体・撤去作業���（�����
��������	�
������������）として体系化するた
めの情報収集等を行っている。また、放射性物質
で汚染したすべての解体物をドラム缶等に密閉し

て保管できる状態にするためには、少なくとも５
年以上を要することや、これらを最終処分するま
でには、さらに長期間を要することが想定される
ことから、この間、解体物の管理や情報の継承を
確実に行うことができるよう、解体・撤去作業の
なかで材質による分類や内容物の詳細データベー
ス化等を行っている。
　本報告では、２０１１年９月に終了した管理区域内
主要設備解体・撤去作業の実施状況及び実績につ
いて概説し、使用済み流動媒体地下貯槽の解体・
撤去の状況について解体前の除染作業を中心に紹
介する。

２．製錬転換施設の概要

　製錬転換工程とは、ウラン鉱石からイエロー
ケーキ（����）、ウラニル（���）を経て四フッ化
ウラン（���）にする工程（製錬工程）と���と
フッ素ガス（��）とを反応させてウラン濃縮用原
料である六フッ化ウラン（���）を製造する工程
（転換工程）のことを言う。人形峠環境技術セン
ターの製錬転換施設は、湿式一貫製錬法の研究開
発及び湿式法による���転換技術実証に使用した
設備（湿式転換設備）と、東海再処理工場で回収
された三酸化ウラン（���）の���転換技術開発
に使用した設備（乾式転換設備）を有する施設で、
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製錬転換施設廃止措置の目標

将来コストを含めた廃止措置コストの最適化を図る。
二次廃棄物を含めた放射性廃棄物量の最少化�
廃止措置期間の最短化

金属のクリアランスと再利用。

技術情報の体系的取りまとめと汎用化。

立地地域との共生による廃止措置の着実な実施。
廃止措置技術・情報の継承（地元企業との連携）
研究フィールドとしての活用（大学等との連携）

Table 1  Target of decommissioning of refining and conversion 
facility

Fig. 1  The process flow of the refining and conversion facility
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１９７９年４月から建設を開始、１９８１年１０月に完成し
た。������に製錬転換施設の工程図を示す。工程
は、湿式転換設備、乾式転換設備、湿式・乾式共
通設備及び排ガス・廃液処理設備に大別できる。
また、この施設は、������に示した湿式及び乾式
転換設備等が設置されていた３階構造の「製錬転
換パイロットプラント規模施設（����������
�����）」と、主に、乾式転換設備設置に向けた回
収ウラン転換技術の基礎研究等に使用していた１
階（一部、２階）構造の����Ⅱに分けることが
できる。�������に製錬転換施設の外観を示す。
施設全体の総床面積は約１１，４００��で、管理区域は
３７の部屋に区分されている。管理区域の総床面積
は約７，３００��で、このうち����Ⅱの管理区域床
面積は約９５０��である。

３．廃止措置状況

３．１　解体作業の状況
　製錬転換施設の解体は、２００８年４月から管理区
域内に設置されている設備及び機器の解体・撤去

作業に着手し、現時点で、��施設の給排気設備お
よび廃液処理設備を残して、すべての解体作業を
終了している１）－７）。ここでは、各年度に実施した
代表的な解体・撤去作業の状況について以下に述
べる。

（１）２００８年度
　２００８年度は、請負契約により原位置解体工法８）

で解体・撤去作業を行った。主に、大型機器や
フッ化水素（��）等のガスが発生する可能性があ
り、取り扱いが難しい設備・機器を優先して解体
した。代表的な解体対象はコールドトラップ室に
設置されている設備・機器と���処理室に設置さ
れている設備・機器である。

（�）コールドトラップ室
　コールドトラップ室は、���を捕集する大型２
器、小型２器のコールドトラップ槽が主な解体対
象である。コールドトラップ槽の解体では、事前
の調査により、内部に���等の中間フッ化物や
���が残留していることが分かっていた。この状
態で解体を行った場合、空気中の水分とコールド
トラップ槽に残留している���等が反応し��を
生じることが予想されたため、解体前にコールド
トラップ槽内部の水洗浄を実施し、予め���等と
水分の反応を促すことで解体時の��発生の抑制
対策を行った。主な切断工具はプラズマカッター
である。また、解体・撤去作業に要した期間は約
５カ月である。�������に解体状況を示す。この
写真は、断熱材を撤去し、非汚染機材を解体・撤
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Photo 1  Outside of refinng conversion facility

Photo 2  Cold trap room before dismantling



去する前の状況を示している。写真の両端にある
筒状の機器が大型コールドトラップで、中央の２
器が小型コールドトラップである。

（�）���処理室
　���処理室は、この施設の最終製品である���
にならなかった���を粉砕・洗浄・乾燥するため
の���乾燥設備（ロータリーキルン）が主な解体
対象である。ロータリーキルンの内部には���が
滞留していることが事前の調査から分かっていた
が、���は化学的に安定であることから、事前の
回収等は行っていない。主な切断工具はプラズマ
カッターである。ヒューム対策として放射能拡散
防止のための簡易フード（��）内部は局所給排気
装置で換気を行った。解体・撤去作業に要した期
間は約６カ月である。�������にロータリーキル
ンの解体作業状況を示す。

（２）２００９年度
　２００９年度は、解体チーム（１０名）により移動解
体工法８）で解体・撤去作業を行った。解体チーム
による作業の初年度であることから、相対的に作
業が容易な非汚染物及び小型機器の解体・撤去を
主体に実施した。代表的な解体対象は水和転換室
に設置されている設備・機器である。
　水和転換室は、原料となる���の反応性をあげ

るための水和処理から���を経て���まで転換す
るために用いた水和機、脱水還元塔、フッ化搭が
主な解体対象である。いずれの機器も設備から切
り離した後、専用の解体フードに搬入して細断を
行った。このように、２００９年度からは一部の部屋
については、原位置解体手法から移動解体手法に
変更している。このことにより、解体箇所を覆う
��の体積を小さくすることが可能となり、その
結果��に用いたビニール等の残材を中心に、二
次廃棄物が約１５％削減された。また、これらの機
器は粉体を取り扱う機器であるため、内部にウラ
ンが滞留していることが予測されていたが、解体
前にウラン回収を行うことは、密閉構造であるこ
とから困難であり、解体・細断段階で回収を行っ
た。なお、原料として受け入れた���粉体は、多
数の分子が凝集してクラスターを形成している。
このため水を噴霧し���粉体の体積膨張を促すこ
とでクラスターにクラックを生じさせ、粒径を小
さくし、比表面積を大きくすることで反応性を高
めるための装置が水和機である。�������に水和
機の切断及びウラン回収状況を示す。

（３）２０１０年度
　２０１０年度は、前年度に引き続き解体チームによ
り移動解体工法で解体・撤去作業を行った。前年
度の経験・実績から、解体技術・技能の向上が見
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Photo 3  UF4 dry room during dismantling



込まれたため、フッ化炉などの大型汚染機器の解
体にも十分対応可能であると判断した。また、解
体チームを１０名体制から２０名体制に強化した。代
表的な解体対象は脱水転換室に設置されている設
備・機器である。
　脱水転換室は、���から最終製品である���ま
でフッ化するために用いた３機の反応炉が主な解
体対象である。これらはいずれも縦型長尺で、
��フッ化搭（６�）、第１��フッ化炉（５�）、第
２��フッ化炉（４�）である。小型��内を用い
てフランジ接続部分で設備から切り離し、開口部
を閉止して細断は専用フードに移動して実施し
た。脱水転換室では、設備・機器が稠密に配置さ
れており、これらの作業は、限られた作業空間で
実施しなければならないため、設備・機器間の干
渉等に関する事前評価が不可欠であった。�������
に��フッ化搭の設備からの切り離し及び移動状
況を示す。この写真の上、中段に示したように、
切断フードまでの移動では、切り離し部分を閉止
フランジにより密閉することにより、タイベック
スーツやマスク等は着用しない状態で作業を行っ
ている。また、解体チームを１０名から２０名に増員
したことにより、新たに１班５名の４班体制と
し、準備作業、機器切り離し作業（２班）、細断作
業（２班）の分業体制で解体・撤去作業を行った。

（４）２０１１年度
　２０１１年度は、引き続き解体チームにより原位置
解体工法で解体・撤去作業を行った。大型汚染機

器の解体は前年度で終了しており、強化プラス
チック（���）製タンク解体や製錬転換施設全体
の後処理を主体に実施した。代表的な解体対象は
イエローケーキ溶解調整室に設置されている設
備・機器である。

― ２８ ―

デコミッショニング技報　第４８号（２０１３年９月）

Photo 4  Dismantling work in hydration and conversion room

Photo 5  Dismantling work in dewatering  conversion room



（�）イエローケーキ溶解調整室
　イエローケーキ溶解調整室は、２０００年度に試験
解体を実施した湿式転換設備の一部で、���製の
大型タンクが主な解体対象である。

（�）その他
　その他、製錬転換施設管理区域全域を対象とし
て、残っている架台や基礎等の解体・撤去を行い、
付帯設備を除いて、管理区域にあった汚染機器は
すべて解体・撤去して保管容器に密閉状態で収納
した。

（５）２０１２年度
　２０１２年度は、管理区域内に設置されている主要
設備・機器の解体・撤去作業終了を受けて、主に、
流動媒体地下貯槽の解体作業を実施した。この作
業の詳細については４．章に示す。また、この施
設では、転換技術に関連する様々な研究開発を実
施しており、この過程で発生した液体廃棄物等の
分析や処理方法の検討を行っている。

３．２　解体作業の実績
　ここでは２００８年４月から２０１１年９月までの廃止
措置の実績として、主に、解体・撤去作業に要し
た人工と解体物の特徴について示す。

（１）解体物量と人工
　解体物量の評価には付帯的に発生する二次廃棄
物は含めない。また、人工は直接作業に従事した
人員を対象として評価した。製錬転換施設の解
体・撤去作業では全体で約４８０���（解体物重量）
の解体を行い、これに要した人工は約１２，０００人日
である。�������に人工の推移を示す。また、
������に各年度の解体物量の推移と解体効率（１
���当たりの解体に要した人工＝人日����）を示
す。この結果から、年度間の解体効率には１．５倍
程度の差異がみられた。これは、年度間の解体対
象設備及び機器の大きさ、材質等の相違を反映し
たものと推定しており、多様な機器を有する施設
では、作業効率にこの程度の差異を生ずる可能性
があることが示唆された。なお、製錬転換施設の
解体では、年度単位で作業体制や手順を変えて実
施している。このことが解体効率に影響を及ぼし

ている可能性が考えられるが、現時点では十分な
解析ができていない。今後詳細解析をすべき重要
課題の一つである。

（２）保管容器の発生量
　製錬転換施設の解体・撤去作業では、解体物の
保管容器としてメッシュコンテナ（管理機材用で
収納重量は最大１，０００��）と２００�ドラム缶（汚染
機材用で収納重量は最大１８０��）を使用した。な
お、管理機材とは、履歴等により放射性物質との
接触の可能性を否定できないが、ダイレクトサー
ベイ及びスミヤサーベイにより汚染が認められな
かった機材のことを言う。また、解体物とは別
に、解体・撤去作業に付帯して可燃物を中心とし
た二次廃棄物が発生しており、これらはカートン
ボックスに収納した。�������に年度単位での保
管容器ごとの発生量を示す。
　保管容器の発生量は、解体物の保管スペース確
保や解体・撤去作業手順に影響を与える重要な因
子である。特に、保管容器にドラム缶を使用する
場合、機器や配管等の切断片の形状によっては、
目標とする重量まで収納できないケースが生ず
る。������に金属系の解体物の収納重量のヒスト
グラムを示す。計画段階では、金属系解体物の収
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Table 2  Man-hour for dismantling work
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Fig. 2  Annual disassembled weight and man-hour per weight



納重量は１６０��から１８０��としていた。�������及
び������に示したとおり、計画重量まで収納でき
ないドラム缶が３０％程度存在している。

（３）解体対象の種類の特徴
　解体・撤去作業では、使用する切断工具の選択
は、切断対象機器の構造的な特徴や材質及び厚さ
等に合わせて行っている。この点から、解体・撤
去作業の対象となる機器の種類ごとの構成比率を
予め評価しておくことは、解体計画・作業を合理
的に実施する上で重要な作業である。������及び
�������に解体対象の種類ごとの重量構成比率を
示した。この結果から、化学プラントに属する製
錬転換のような構成の施設では、サポート類と機
器が重量構成比率で全体の約７０％を占めている。
続いて、コンクリート基礎、配管の順となってい
る。ここで、配管のような中空構造物は、同じ重

量のサポートや機器と比較して、保管容器に所定
の重量を収納するために必要な切断作業時間（切
断長さ）は格段に多くなる。特に、比重の小さな
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Table 3   Amount of generation from a dismantling equipment 
(storage container, drum and carton box)

������������������������

���������
メッシュコン
テナ（基）
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���������������
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クス（個）
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Fig. 3  Distribution of the storage weight per drum (metal)
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Fig. 4  Weight percentages of parts for dismantling

Photo 6  Typical parts of the equipment for dismantling



アルミニウム配管ではこの傾向が顕著にみられ
る。解体計画策定に当たってはこの点を考慮する
ことが重要である。

（４）解体対象の材質の特徴
　解体対象の種類と同様に、切断対象の材質も使
用する切断工具の選択では重要な情報である。
������及び�������に解体対象の材質ごとの構成
比率を示した。この結果から、切断対象の約７０％
以上が金属であることが分かる。金属以外では、
コンクリートが約１３％を占める。解体対象の種類
と合わせた特徴を踏まえると、金属製のサポート
及び機器を効率よく切断するための工具の選択や
作業手順の設定が、製錬転換施設のような構造的
特徴を持つ施設を合理的に解体するための重要な
要素になっていることが分かる。ただし、切断工
具の選択にあたっては、切断効率とあわせて、
ヒュームや切削粉の発生量など、作業環境や被ば
くに影響を与える因子についても考慮することが
必要である。特に、ヒュームについては汚染拡大
や内部被ばくの潜在的な危険因子となることか
ら、局所給排気装置を設置し、適切な給排気量の
確保、気流の流れ方向やフィルター性能等につい
て、予め十分な検討を実施する必要がある。

（５）二次廃棄物の発生量
　解体・撤去作業に付帯して発生する二次廃棄物
は、切断工具の消耗品等を除くと、ほとんどは、
放射線防護服と��の残材、除染に用いたウェス
等であり、焼却等の減容処理設備への適用性か
ら、可燃物、難燃物１（ゴム類）、難燃物２（プラ
スチック、布類）に分類している。�������に二次
廃棄物の種類単位で、年度ごとの発生量とその年
度に実施した解体物量を示した。
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Fig. 5  Weight percentages of materials for dismantling

Photo 7  Typical material for dismantling

Table 4   Amount of the incidental waste

FY2011FY2010FY2009FY2008

246 759 760 1737 kg可燃（紙、布、木片）

79 260 191 515 kg難燃１（ゴム類）

1104 3824 3172 6082 kg
難燃２（ポリシート、
ビニール、他）

55 129 89 206 ton解体物量



４．流動媒体貯槽の除染・解体

　製錬転換施設では、中間フッ化物（���）とフッ
素（��）の反応により���を製造する工程に、流
動床型の反応炉（塔）を用いており、流動媒体と
して焼結アルミナ（γアルミナ）微粉を使用して
いる。この流動媒体は反応炉の内部で対流してお
り、表面の摩耗や中間フッ化物等の付着により、
炉内での流動性が悪くなった時点で交換を行って
いる。この使用済み流動媒体を一時的に保管する
のが流動媒体地下貯槽である。なお、製錬転換施
設では、回収ウランを使用していることから、わ
ずかではあるが核分裂生成物（��）や超ウラン元
素（���）が含まれており、この工程で、相対的
に比放射能が高い��・���が流動媒体に同伴し
た場合でも、作業環境の空間線量に影響を与えな
いよう、地中埋設型の貯槽構造としている。�
������に示すように、使用済み流動媒体地下貯槽
は４槽あり（����から����）、体積は各２．５��、
材質はステンレス鋼で、溶接部を除いた表面粗度
は��＝１．０程度と推定される。それぞれ、流動媒
体として使用しているγアルミナ微粉中に約
１５��％の回収ウラン（�����と推定される）を含
む約３���の使用済み流動媒体を保管している。

（１）事前調査
　流動媒体地下貯槽の除染・解体では、一連の作
業の計画検討のため、先ずファイバースコープを
使って貯槽内部の観察を行った。その結果、流動
媒体は乾燥しており、気流移送（負圧による吸い
上げ方式）で抜出し可能であることが確認された。
また、ハッチを開放した状態での、貯槽上部の空
間線量率は最大４０μ�����９）であった。�������
に内部観察作業の状況を示す。なお、流動媒体に
含まれる�����等のウラン化合物中の��・���
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Photo 8  Observation work of inside of fluidization media storage

Fig. 6  Outline of the fluidization media storage tanks



濃度等の詳細な分析は今後実施して行く。

（２）流動媒体抜き出し
　内部観察結果を受け、サイクロン装置を用いた
気流移送により、約１２���の使用済み流動媒体を
ドラム缶に回収した。なお、流動媒体は数ミクロ
ンのγアルミナの微粉である。このような金属微
粉を気流移送する場合、移送用の配管と流動媒体
の摩擦により生じる配管の減肉現象や配管の閉塞
現象に対する対策が必要であることから、サイク
ロンの風量を段階的に調整し、気流移送用配管の
健全性を確認したうえで取り出しを行った。
�������に流動媒体気流移送状況を示す。また、
流動媒体取り出し前後の貯槽の表面状態を�
��������に示す。写真左側は気流移送段階を示
している。また、右側は気流移送終了状態を示し
ている。写真からわかるように気流移送終了時点
では、流動媒体微粉はまだ貯槽壁面に付着した状

態であり、定性的な評価ではあるが、流動媒体を
除去することができないことを示している。

（３）除染
　使用済み流動媒体を抜出した後の貯槽内面の平
均表面密度はα線ダイレクトサーベイの結果
１５������であった。流動媒体貯槽を解体するに
あたっては、貯槽と接しているモルタル層及び外
側の土壌に汚染が拡大しないよう、すべての表面
について、ダイレクトサーベイ及びスミヤサーベ
イで汚染が検出されない状態（バックグランドレ
ベル）まで除染を行うことを目標として設定した。
除染手法については、バックグランドレベルまで
除染する必要があることから、貯槽表面をある程
度切削することができる、ブラスト法や酸洗浄法
等について検討を行ったが、二次廃棄物の発生量
や処理方法、作業時間や経済性の面で課題があ
り、代替手法について調査・検討を行った。その
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Photo 9  Sucking up work of fluidization media storage tanks



結果、貯槽内面に腐食等は認められず、表面粗度
も施工時の状態が保たれていることが確認された
ことから、残留しているウラン（�����等）は付
着性であると判断し、除染には二次廃棄物発生量
が少なく、焼却が可能な中性の剥離塗膜を使用す
る判断を行った。なお、使用する剥離塗膜の選択

にあたっては、簡易な性能評価試験を行い、２種
類の塗膜（���������、��������	
�）を使用
することとした。������に除染作業手順を示す。
また、��������に���������塗布から����
��������剥離までの作業状況を示す。なお、２種
類の剥離塗膜を使用しているのは除染性能の問題
ではなく、乾燥時間等の作業上の制約条件に依存
した対応であり、一般的な方法とは言えない。

（４）除染結果
　������から�������に除染結果の代表例として各
貯槽の除染結果を示す。また��������に除染後
の貯槽内面の状態を示す。この結果から、����
��������剥ぎ取り後の「除染後サーベイ－２」で
は、貯槽上面の一部でダイレクトサーベイにより
有意な汚染が検出されたが、その他については、
全て、サーベイメータの検出下限値（検出下限は
バックグランドの変動により変わるため、ここで
は、バックグランドレベルのことを検出下限と呼
ぶ。また、バックグランドの平均的な値は
０．０４������である）以下まで除染できた。なお、
有意な汚染が検出された部位は溶接部分である。
この部位については、切断箇所ではないことか
ら、アルミニウムテープで覆い、解体時の汚染拡
大防止措置を講じた。なお、流動媒体地下貯槽の
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Photo 10  Inside surface of fluidization media storage tanks (Left : during work, Right : after work)

Fig. 7  The procedure of the decontamination using gel
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Photo 11  Decontamination process in fluidization media storage tanks

0 01

0.1

1

10

100

Lid

ceiling board

Wall(E)

Wall(W)

Wall(S)

Wall(N)

Bottom board
0 01

0.1

1

10

100

Lid

ceiling board

Wall(E)

Wall(W)

Wall(S)

Wall(N)

Bottom board
0.01

Bottom board
0.01

Bottom board

Fig. 8  Results of decontamination (V601)



― ３６ ―

デコミッショニング技報　第４８号（２０１３年９月）

0 01

0.1

1

10

100

Lid

ceiling board

Wall(E)

Wall(W)

Wall(S)

Wall(N)

Bottom board
0 01

0.1

1

10

100

Lid

ceiling board

Wall(E)

Wall(W)

Wall(S)

Wall(N)

Bottom board
0.01

Bottom board
0.01

Bottom board

Fig. 9  Results of decontamination (V602)
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除染に要した人工は１５８人・日（準備作業、後片づ
けを含む）、二次廃棄物発生量は２７１��で、このう
ち濡れウエスが１４８��発生している。

（５）解体
　��������に解体前の状況を示す。解体作業で
は、先ず、上部のモルタルを削り、貯槽を解体す
るための準備を行った。貯槽が露出した状態を
��������に示す。その後、対角にある２槽を対象
として貯槽上板を切断・撤去し、内部から貯槽の
切断・撤去を行った。この作業状況を��������に
示す。この段階で内部から貯槽を切断・撤去する
方法では作業効率が悪いとの判断から、残り２槽
については、周囲のモルタルを撤去し、貯槽ごと
撤去を行った。この作業状況を��������に示す。
貯槽撤去後は壁面等をモルタルで補修し�
��������に示した状態まで仕上げを行っている。
これら一連の作業に要した期間は約４３日で人工は
２４３人日であった。また、この作業においては金
属２，５６４��（２００�ドラム缶１５本）、モルタル１１、
２３２��（２００�ドラム缶６５本）が発生した。
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（６）評価
　流動媒体地下貯槽の内面のような表面腐食を伴
わない汚染箇所については、今回の除染作業に使
用した、���������（��������	
�）のような
ジェル状の剥離塗膜手法が、作業性や二次廃棄物
の発生量、後処理等の面から有効な手法であると
言える。

５．おわりに

　本報告では、製錬転換施設廃止措置プロジェク
トの一環として実施してきた乾式転換工程を中心
とした管理区域内の主要設備及び機器の解体・撤
去及び流動媒体地下貯槽の除染・解体状況につい
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Photo 13  Top of fluidization media storage tanks
(Before removal of mortar)

Photo 15  Demolition work in fluidization media underground 
tanks

Photo 14  Top of fluidization media storage tanks
(After removal of mortar)

Photo 16  The state of demolition work at fluidization media 
storage tanks

Photo 17  The state of demolition work at fluidization media 
storage tanks



て示した。２０１１年９月に、管理区域内の主要設備
の解体・撤去及び保管容器への収納がすべて終了
し、この段階で、汚染機材はすべてドラム缶に密
封状態で安定保管できる状態となった。これによ
り、施設内の放射能インベントリは変わらないも
のの、施設の経年劣化等による汚染等が発生する
リスクは格段に低下し、廃止措置の最初のステッ
プをクリアした。また、地下埋設という特殊な設
置方法であることから、周囲の土壌等を汚染する
ことなく解体を行うことが難しいと考えられてい
た流動媒体地下貯槽について、予め、貯槽内面を、
バックグランドレベルまで除染することで、周囲
を汚染することなく、かつ、二次廃棄物を含めた
放射性廃棄物発生量を極力少なくすることができ
た。
　一方で、ウラン系廃棄物の管理方法に関する方
針が未確定であり、施設内に一時的に保管してい
る解体物及び���等の核燃料物質の払出等の最終
的な扱いが決まっていないことや、製錬転換施設
廃止措置終了時の状態が未設定であることなど、
引き続き廃止措置を着実に進めるうえで、早急に
結論を得る必要がある課題も多く残っている。
　また、製錬転換施設の解体・撤去作業では、作
業実績データ、解体物データ及びエンジニアリン
グノウハウの収集・データベース化や解体・撤去
作業体制、解体・撤去作業手順等の変更を行って
おり、これらの蓄積された情報の解析を行うこと
で、製錬転換施設廃止措置の次の段階への反映、
他のウラン取扱施設、核燃料サイクル施設の廃止
措置の合理化に寄与することが求められている。
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１．はじめに

　放射線の計測結果は、除染作業計画の策定なら
びに除染効果の評価等に使用されるため、放射線
の計測は除染工事において非常に重要な業務であ
る。しかし、従来の放射線計測は、人力で放射線
を格子点で測定するため、大面積の測定には多大
な時間・手間を要していた。また、格子点測定で

あるために、格子点間にある局所的なホットス
ポットに関し、その検出は困難であった。このよ
うに除染工事にとって重要な業務であるにもかか
わらず、課題が多々あった。
　これらの課題を解決すべく、筆者らは大面積を
早く、正確に放射線を測定することが可能なシス
テムの開発に取り組んだ。以下にプラスチックシ
ンチレーションファイバー（���）を用いた自走

― ４０ ―

デコミッショニング技報　第４８号（２０１３年９月）

　従来の放射線計測システムでは、人力で放射線を格子点で測定するため、大面積の測定に多大な時間を
要していた。また、格子点測定であるため格子点間にある局所的なホットスポットを検出することは困難
であった。本システムはこの課題に対し、放射線検出部にプラスチックシンチレーションファイバー
（���）を用いた計測システムを採用し、全地球航法衛星システムとともに建設機械に搭載して自走させる
ことにより、１時間で２，０００���という早さで正確に放射線を面的に測定するシステムを開発した。本報告
は、開発した測定システムの概要について紹介する。
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プラスチックシンチレーションファイバー（���）を用いた
自走式放射線２次元分布測定システムの開発

松村　修治＊、北原　成郎＊、山西　晃郎＊＊、野瀬　裕之＊＊、千坂　修＊＊＊

���������	
�������������������������������	
��������
	��������

����������	
�	�������	
��������
��������	��	�
��������
������

���������������＊，��������������＊，��������������＊＊，��������	
���＊＊，������������＊＊＊



式放射線２次元分布測定システムについて述べる。

２．���計測システムの概要

２．１　���による検出の原理
　���による放射線の検出原理を������に示す。
これは、放射線が���に入射したときに発生する
光（シンチレーション光）が両端の光電子増倍管
で検出された時間差から放射線の入射位置を特定
し、放射線の分布を評価するものである１）。詳細
な原理は以下のとおりである。
１）放射線が、���に入射するとシンチレー
ション光が発生する。
２）光は等方的に発生するため、ファイバーの
両端へ向かって、ファイバーの界面で反射し
ながら進んでいく。
３）光電子増倍管で光を検出し、電気信号に変
換し、かつ増幅する。
４）プリアンプで、更に電気信号を増幅する。
５）ディスクリミネータで、ノイズを除去する。
６）シンチレーション光の検出時間差を求める
ため、片方の電気信号に、時間�０の遅延を加
える。
　ここに、ファイバーの長さL、ファイバー
中で光の進む速度をｃとすると

（１）　　　　　　　　　　　

　である。
７）遅延を加えない方の信号を�����信号、遅延
を加えた方の信号を����信号として、時間差
波高変換器に入力する。
　時間差波高変換器とは、�����信号と����信
号の時間差を電圧振幅の大きさに変換して電
気信号として出力する装置である。
８）時間差波高変換器の出力をマルチチャンネ
ルアナライザでヒストグラム化する。
　マルチチャンネルアナライザとは、入力信
号の大きさごとに複数のチャンネルに分けて
保存する装置である。
９）マルチチャンネルアナライザでは、時間差
に対するカウント値を求めているが、時間差
は放射線が入射した位置に置き換えることが

できるので、放射線の位置依存性を示すこと
になる。

　　マルチチャンネルアナライザで、時間差t
の信号が検出された場合、以下の式から放射
線の入射位置x に変換できる。

　　ここで、

　このように、本計測器は放射線の発光位置と発
光回数をカウントするものであり、放射線の比較
的高い領域と低い領域を識別することは可能で、
広域計測に適している。さらに、今回の東京電力
福島第一原子力発電所の事故に関する除染工事の
ように、対象とする核種が限られている場合に
は、本システムの計数率と線量率とは高い相関関
係を持つことが期待できる。

２．２　���測定システムの構成
　���計測システムをコンパクトトラックロー
ダ（��４５：���建機製）に搭載した写真を������
に示す。���計測システムは、放射線検出部
（���）、計測モジュール、発電機、全地球航法衛
星システム部（����）から構成されている。な
お、屋外で使用するために、���、計測モジュー
ルおよび電気ケーブルはケースに収納してある。

― ４１ ―
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また、計測器は振動を与えると性能が安定しない
ため、モジュールのケースは防振台の上に設置す
るようにした。

（１）放射線検出部
　本システムにおける���は、φ２��の光ファ
イバーを８０本束ねたものとした。一般にファイ
バーの断面積が大きいほど、放射線の検出感度が
高くなり、したがって、短い時間で広範囲の放射
線の計測が可能となる。しかし、その一方で、大
きな断面積を持つ���で高線量率の放射線を計
測しようとする場合、信号の重なりが起こり正確
な計測ができなくなる（偶発同時計数の）可能性
があり、注意が必要である。
　���の長さは４ｍとした。建設機械への搭載
しやすさを考えて�１７００��で湾曲させ、幅が約
３．３ｍになるようにした。両端には光検出器とし
て光電子増倍管が搭載されている。
　また、���の防護および���周囲（上方向、
水平方向）の放射線遮蔽のため、格納ケースを試
作した。���格納ケースは、���計測ユニット
および供給電源用発電機が搭載でき、かつトラッ
クローダにオペレータが搭乗したまま装着、脱着
できる構造とした。格納ケースの材質はステンレ
ス鋼とし、���の仕様上、���格納ケースの内部
温度が４５℃�を越えないように温度上昇防止対策を
実施した。
　温度上昇防止対策として別途室内試験を行い、
その試験結果から熱交換塗料塗布＋���格納

ケース内部に発泡スチロール板を充填する方法を
選定した（������）。

　さらに、���計測ユニット内部の温度上昇防止
対策として、トラックローダ用クーラーの送風を
別途取り付けたダクトホースにて���計測ユ
ニット内に供給することとした（������）。

― ４２ ―
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Fig. 2 Photo of radiation beam measurement system with PSF 
on compact track loader (CL45)

Fig. 3 Methods to prevent PSF from heating
(Left: anti-thermal painting, centre, Right: heat insulator 
inside the PSF casing)

Fig. 4 Methods to prevent modular electronic instruments from 
heating



（２）信号処理部
　本システムの信号処理系は、������に示すよう
に各機能毎にモジュール化し、構成した。高圧電
源は光電子増倍管に高電圧を供給するものであ
る。�������に使用した計測モジュールの一覧を
示す。
　また、計測時におけるディスクリミネータの閾
値や信号遅延装置のディレイ値は今回の計測条件
に対して最適化したものを使用した。したがっ
て、例えば対象とする核種が変わればディスクリ
ミネータの閾値も変えるべきであるし、また、
ファイバーの長さが変わればディレイ値も変える
べきである。ちなみに、高圧電源からの供給電圧
は、光電子増倍管の型式によって決まる。

（３）全地球航法衛星システム（����）
　全地球航法衛星システム（����）は、複数の
航法衛星による電波送信を受信し、自己の位置を
特定するシステムである。本システムは、航法衛
星およびそれらを管制する幾つかの地上局から構
成されている。�������に使用した����装置一
覧を示す。

２．３　���測定システムの検出特性
　本章では、���測定システムの特性について述
べる。具体的には、マルチチャンネルアナライザ
のチャンネルと実空間での長さ、チャンネルごと

― ４３ ―
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Table 1  Specification of modular electronic instruments
Fig. 5 Photo of modular electronic instruments

Table 2 Specification of devices for global navigation satellite 
system

仕　様装置名

入力インピーダンス：５０Ω
出力インピーダンス：５０Ω
����：１０倍

プリアンプ

出力信号幅：３０��～３００��ディスクリミネータ

最大入力パルス：±６００�
遅延時間：０．５～３２��
使用温度：０～５０℃

信号遅延装置

入力信号：２０��以上
出力信号：０～２�（５０Ω）、

０～２�（１�Ω）

時間差波高変換機

出力電圧：０～１５００�
出力電流：０～０．５��
リップル：１０��以内
使用温度：０～４０℃

高圧電源

入力信号：０～１０ユニポーラパルス
パルス幅：最少１μ�
入力インピーダンス：１�Ω
チャンネルサイズ：４０００��
カウント容量：３２������

マルチチャンネルアナ
ライザ

出力電圧：±２４�（１�）
　　　　　±１２�（１．５�）
　　　　　±６�（５�）
リップルノイズ：６��以下
使用温度：０～４０℃

���電源

仕　様形　式装置名

・測位精度：�����－リアル
タイム・後処理１０㎝

・２２０チャンネル、
　�������対応
・高速����３５０３プロセッ
サ、２��内蔵メモリ搭載

��������	�	

６０００シリーズ
���

・��������	アンテナ
・���������	
��、���
������（�バンド）

・����
（��������	��
���）
対応

�������

アンテナ
���アンテナ



の計数率特性および���測定システムの計数率
と線量率との関係について述べる。
（１）マルチチャンネルアナライザのチャンネル位
置校正

　マルチチャンネルアナライザから得られる情報
は、ファイバーの両端の検出器からくる信号の時
間差に対応したチャンネルに対する計数値であ
り、チャンネル自体は実空間における座標情報を
持たない。したがって、放射線分布図を作成する
ためには、これを実空間座標に変換する必要があ
る。
　そこで、������に示す各々の位置に137��の密封
線源を設置し、設置場所とピークチャンネルとの
関係を調べ、光ファイバーの位置とチャンネルと
の関係について最小２乗法を用いて最適化を行っ
た。

（２）計測チャンネルの感度補正
　同じ線量率のエリアで計測を行った場合でも、
ファイバーの位置ごとに検出感度は異なると考え
られる。この理由として、ファイバーの中心部と
端部では光検出器へ到達するまでの伝播距離が異
なるため、端部近傍で発生した光が他方の検出器
に到達するまでには減衰が大きくなり、ディスク
リミネータでカットされる確率が大きくなるた
め、検出率が下がることが考えられる。
そこで、線量率が一定の領域で計測した結果が、
チャンネルに対してフラットになるように校正を
かけることとした。

（３）���計測システムの計数率と線量率との関係
　本節では、���計測システムの計数率とサーベ
イメータで計測した線量率との相関について述べ

る。同じ核種であれば、計数率と線量率は比例す
るので、その校正係数を求めておくことで、線量
率を評価することができる。
　サーベイメータでの計測は、地表付近以外の放
射能の影響を軽減するためにコリメータを使用し
て地表面線量率を測定した。使用したサーベイ
メータは�������	（日立アロカ製）である。ま
た、���は地表１０��の高さに設置して計測を
行った。結果を������に示す。地表面線量率とは
高い相関関係が得られている。

３．���計測システムの性能確認試験

　���計測システムの性能を確認するために、高
線量率地区（福島県大熊町）と低線量率地区（福
島県相馬市）の２ヶ所で実施した３００～５００�2程度
の放射能汚染土剥ぎ取り試験において試験前後の
地表面線量率（地表から１０��の高さ）を���計
測システムで測定した。

（１）性能確認試験場所
　高線量率地区の試験は、福島県双葉郡大熊町下
野上清水の農地で実施した。事前調査の結果、地
上１�の空間線量率は４～６μ�����であった。
������に現地の写真を示す。
　低線量率地区の試験は、福島県相馬市大野台１
丁目にある���相馬工場内の芝地で実施した。事
前調査の結果、地上１�の空間線量率は０．３～０．４
μ�����であった。������に現地の写真を示す。

― ４４ ―
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Fig. 6 Map of position calibration points on PSF

PSF計測率［cps］

線
量
率
［
μ
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］

Fig. 7 Dependency of dose rate on counting rate of PSF meas-
uring system



（２）試験方法および試験結果
１）高線量率地区（大熊町）
　Ａエリア内に�������に示すような範囲を設定
して性能確認試験を実施した。���計測システ
ムによる測定結果を�������に示す。試験結果の
左側は剥ぎ取り領域全体の剥ぎ取り前と剥ぎ取り
後の放射線分布図である。単位はμ�����である。
剥ぎ取り前で２．５～３．０μ�����、剥ぎ取り後で０．５
～１．０μ�����の範囲に分布している。測定結果を
サーベイメータによる測定結果と比較するために
中心線上でデータをプロットした結果を併せて示
す。両者とも測定結果は概ね一致している。ま
た、中心線上の���による測定結果からの減少率
は７４％であり、サーベイメータによる測定結果か
らの減少率は６８％と両者とも近い数値となってい
る。

２）低線量率地区（相馬市）
　�������に示すような範囲を設定して性能確認
試験を実施した。
　���計測システムによる測定結果を�������に
示す。上２つは剥ぎ取り領域全体の剥ぎ取り前と
剥ぎ取り後の放射線分布図である。単位は�
μ�����である。剥ぎ取り前で０．２５～０．３μ�����、
剥ぎ取り後で０．１～０．１５μ�����の範囲に分布して
いる。測定結果をサーベイメータによる測定結果
と比較するために中心線上でデータをプロットし
た結果を併せて示す。両者とも測定結果は概ね一
致している。また、中心線上の���による測定結
果からの減少率は７１％であり、サーベイメータに
よる測定結果からの減少率は７５％と両者とも近い
数値となっている。

― ４５ ―
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Fig. 8 Photo of testing site in Okuma (area A) 

Fig. 9 Photo of testing site in Souma

  

Fig. 10 Schematic of area where decon-
tamination trials were executed 
(Okuma)
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m
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Fig. 11 Dose rate distribution measured by the survey meter 
(before and after the decontamination trials)



４．まとめ

　除染工事等における放射線の計測業務の効率化
を図るために、プラスチックシンチレーション
ファイバー（���）を用いた自走式放射線２次元
分布測定システムを開発し、その性能や適用性を
試験によって確認した。

　その結果、従来の測定システムと比べ、１時間
に２，０００�2という早さで放射線の２次元分布を測
定でき、かつ測定精度も従来の測定システムと同
等であることを確認した。
　今後は、本計測システムの使用実績を蓄積、評
価し、遠隔操作システムの開発に取り組んでいく
考えである。
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Fig. 12
Schematic of area 
where decontamination 
trials were executed 
(Souma)
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Fig. 13
Dose rate distribution measured 
by the survey meter (before and af-
ter the decontamination trials)
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　原子力発電所などの原子力施設の放射性物質で汚染されたステンレス鋼、炭素鋼、コンクリート、その
他の材料から作られる装置部品及び主要構成要素をほとんど温度上昇なしに瞬間的に蒸発昇華させ、除染
する新しい動作原理に基づくレーザー除染機を開発し、ステンレス鋼製実汚染試料の除染試験を行った。
レーザー除染機は、ステンレス鋼製の装置部品の孔食や応力腐食割れの中にある放射性物質を含む錆や水
垢を取り除くために対象表面に�����2のエネルギー面密度に強く集光したレーザー光を照射する。この
レーザー除染機は高速３次元光走査スキャナーによる光距離計測とレーザー剥離加工を用いて、この測定
された３次元地図に従って、３次元的に不規則な表面を上手に剥ぎ取る仕組みで全く新規に設計開発され
た。このレーザー除染機を用いて高濃度の６０��等の放射性物質に汚染された原子炉一次冷却水系の四角い
ステンレス鋼片の除染を試みた。低濃度汚染材料では、数十�����以下まで除去し、１������の高濃度
汚染材料を用いたレーザー除染試験では、検出限界以下まで除去できた。
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高濃度の放射性物質に汚染された原子炉一次冷却水系
ステンレス鋼のレーザー除染

峰原　英介＊、田村　浩司＊
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１．はじめに

　若狭湾エネルギー研究センターでは、現在原子
力発電所、再処理工場、加速器施設及びそれらの
関連施設において放射性物質に汚染された装置部
品などを短い時間で完全に除染するために、新し
い動作原理に基づくレーザー除染機の開発研究を
行っている。このレーザー除染装置の目的、除染
対象物、動作の説明、更に放射性物質汚染を検出
限界以下に除去出来た実験結果を紹介する。
　レーザー除染機とは、レーザーを用いて放射性
物質に汚染された原子炉、再処理工場、加速器な
どの部品や装置や構造物から放射性物質汚染物を
除去して、きれいにする（除染する）装置である。
放射性物質の濃度或いは放射性物質からの放射線
の濃度は、クリアランスレベル（通常、単位時間
単位質量あたりの崩壊数、単位は�����）と言う
濃度の数値が決められていて、この値以下では、
実質的に汚染されていないと考えて差し支えない
ことになっている。除染はどの方法も、放射性物
質汚染物から放射性物質が局在している表面や亀
裂や内面をきれいに除去してこの値以下にするこ
とが目的である。
　この放射性物質は、原子炉、加速器等で中性子
などの放射線が強く、これにより核反応が起こっ
ている場所で、主に生成される。原子炉等の多く
の場合、放射性物質は生成される場所から離れた
場所まで原子炉の一次冷却水の循環などによって

移送され、付着する。放射性物質が作られる場
所、例えば核燃料集合体周辺などでは、そこにあ
る部品や装置や構造物はその内部奥深くまで放射
性物質が生成され、表面あるいは表面に近い内部
ばかりではなく、部品や装置や構造物内部を含む
全体が放射性物質を持つようになる。これをこれ
らの部品や装置や構造物が放射化したと言い、全
体を溶かして元素分離あるいは同位体分離を行
い、放射性物質を完全に分離除去するか、放射性
物質を含む汚染物を保管しやすい容積に減少ある
いは増加させて保管する。このような全体に放射
性物質が生成分布した、つまり放射化したものは
レーザー除染機も含めて除染の対象ではない。す
なわち、除染は放射化物でなく、表面から表面に
近い内面が外から運ばれてきた放射性物質で汚れ
た部品や装置や構造物などが対象となる。������
は、このような放射化と汚染と除染を概念的に説
明している。

２．除染に必要な能力と既存の除染方法

　通常原子炉では、６０��が主要な汚染核種でこれ
が原子炉の冷却水１次系などに高温水に溶けて原
子炉圧力容器内の放射性物質生成場所から離れた
場所まで移送されて、黒錆及び赤錆など鉄の錆と
一緒になって沈着している。表面からこの鉄錆に
取り込まれた６０��が内面の応力腐食割れの亀裂や
孔食内部まで侵入して除去しにくくなってい�
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Fig. 1 An upper half of the figure explains an activation by neutron irradiation. The 
lower half explains radioisotope migration, contamination, and decontamination



る１－５）。この平均の亀裂や孔食の深さは、大体３０
μｍといわれている６）。ステンレス鋼応力腐食割
れ試験（������０５７８ステンレス鋼の塩化第二鉄腐
食試験方法）を行うと、通常１��2あたり微小な亀
裂の個数は１０万個以上見つけることができる。こ
の亀裂の中に侵入した６０��は、表面から奥深くに
入っているので取れにくい。機械的にサンダーや
ディスクグラインダーで削り取るにしても応力腐
食割れの亀裂平均深さ３０μｍより深く、例えば４０
μｍ以上場合によっては数百μｍ以上深く削り取
る必要がある。
　原子炉材料は強い電離放射線と高温水にさらさ
れ、腐食環境にあるので、錆の発生を抑えるため
にステンレス鋼などの防錆鋼を使用している。弱
いレーザー光を当ててもステンレス鋼の表面にあ
る薄い錆もその下の母材の金属光沢のあるステン
レス鋼に反射して表面を削ることができない。強
く集光してエネルギー面密度を非常に高くして、
光沢のあるステンレス鋼でも蒸散／昇華するよう
にして亀裂中の放射性物質も母材ごと蒸散させ、
除去できるようにする必要がある。
　原子力関連施設で使用可能な除染方法１－６）を
�������にまとめる。使用実績のない方法として
ドライアイスブラスト除染とレーザー除染があ
る。ドライアイスブラストは研削する力が弱く、
柔らかなもの以外は剥離できない。レーザーは機
械的除染方法、湿式乾式ブラスト除染法、水
ジェット除染法、研磨除染法、ドライアイス熱衝
撃除染法などの代替として期待されている。外国
でも国内でも炭素鋼などの表面に着いた汚れを母
材を傷付けないように表面ゴミや塗装を剥ぎ取る
程度のレーザー強度の�スイッチ���レーザー
を用いた除染機が開発されたが、ステンレス鋼の
亀裂内部の放射性物質汚染物を除去できるような
母材まで削り取る能力のあるものは開発されな
かった７、８）。これは美術品の汚れを除去し、塗装
薄膜や金型の油汚れを取るレーザークリーナーと
同様のもので原子炉冷却水一次系の除染方法とし
ては、非力で利用できない性能の製品であった。
そこでこれを解決するために新しい動作原理の除
去方法を採用し、レーザー光を集光してエネル
ギー面密度を桁違いに高くして表面のみならず内
面まで除去できるようなものを開発した。これら

の除染方法の特徴を�������にまとめた。新しい
レーザー除染は次の章で詳細に説明する。

３．新しいレーザー除染

３．１　原理
　従来のレーザー法は、パルスレーザーを平行か
弱集光して放射性物質汚染物の比較的大きな面積
に照射するもので、錆びた炭素鋼は除染できて
も、ステンレス鋼表面の汚染物は全く除去するこ
とができなかった。これに対して新しいレーザー
除染は、①直径１０μｍ程度の極めて小さな面積に
連続波（����������	
���	�
）レーザーを集光
する。これによって表面が金属光沢のステンレス
鋼表面であっても深いところまでレーザー光が
������2程度の高エネルギー密度で集光されて簡
単に蒸散／昇華できる。しかしながらスキャン速
度が低速では熱が集中して溶融し、溶融池面積が

― ４９ ―
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Table 1 Decontamination Methods, and their Figures of Merit 
and Demerit

＊１優位性の指標：①２次汚染物が少ない、或いは無いこと、
②装置が軽量で、容積が少ないこと、　③費用が安いこと、④
形状依存性が少ない、或いは無いこと、⑤深々度汚染除染能力
および大面積除染能力が大きいこと、⑥除染実績があること。

特徴（優位性）＊１
概　　要

⑥⑤④③②①

◎○△○○×機械的な研削剥離研磨
などで除去機械的除染法

◎△△○○×種々の粒子投射で研削
剥離除去

湿式乾式ブラ
スト除染法

○△○○△×超高圧水噴流で剥離除去水ジェット除
染法

◎○△○◎×機械的研磨機で研削研
磨して除去研磨除染法

◎×◎×××酸などの化学溶液で溶
融除去化学的除染法

◎△◎×××溶液中で電解研磨して
除去電解研磨除染法

◎△○×××超音波振動で剥離除去超音波除染法

××○？○◎ドライアイス熱衝撃で
剥離除去

ドライアイス
熱衝撃除染法

×◎○？△◎レーザーで昇華剥離除去レーザー除染法

＊化学的除染法、電解研磨除染法、超音波除染法は大規模な除染装
置で原子炉の設備構成物である。
＊レーザー除染法は、その使用方法や対象が機械的除染法であるブ
ラスト除染法、水ジェット除染法、研磨除染法、ドライアイス熱
衝撃除染法と同等であり、それらの置き換えが考えられる。



大きくなって実効的なエネルギー面密度が小さく
なり、効率が大きく低下するので、効率的に剥離
できず、且つ切断されたり溶けたりするので、②
高速で走査する必要がある。また③表面近傍に常
に焦点を保持して、高いエネルギー密度を保持す
るためには、同時に或いは予め表面を剥離する表
面の３次元地図を製作し、それにしたがって焦点
を合せる必要がある。また実時間３次元距離計測
を行ってこの計測データに従って常に焦点を表面
に合わせることでも表面近傍にレーザー焦点を保
持することが可能である。
　次の������はこの新しいレーザー除染方法を実
現する具体的機構と動作を説明したものである。
レーザー光は安価な高輝度の��シングルモード
ファイバーレーザー装置（１）で発生させる。��
軸のガルバノスキャナー（２１）で高速走査を行い、
３次元距離計（３）で焦点を合せる表面までの距離
を計測する。レーザーヘッドからの光を石英光
ファイバーで伝送する。�軸の焦点距離は、ボイ

スコイルモーターで駆動される可動レンズ（２２�）
で、表面に焦点を常に保持する様に調節する。�
軸制御装置（２４）は、３次元地図或いは実時間距
離計測値にしたがって焦点を高速で制御する。
レーザー剥離される物体の表面は、通常不規則な
面を持つ放射性物質で汚染された物体（�）であ
る。このような新しいレーザー除染装置は、物体
表面の微小点に強く収束したレーザー光を安価な
��レーザー本体（１）から得て、ほぼ非熱的な、瞬
間的な蒸散／昇華を放射性物質で汚染された物体
（�）の表面で実現するために高速の２次元走査と
ｚ軸の焦点調整を行っている。
　レーザー除染機は、最大出力３００�のシングル
モードＣＷファイバーレーザーを用いて試験を
行った。スポット径は１０μ��程度で表面の段差や
傾斜など実施条件によって変動する。ここでの除
染サンプルは、アルミニウム、ステンレス鋼�
３１６��、３０４��、４３０、および黒染めされた炭素鋼を
使用した。ステンレス鋼３種では除染量（剥離量）
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Fig. 2 A new laser decontamination device and operational design
1:CW laser, 2:XY Galvano scanner, 3:Distance meter, 4:Compressed gas, 5:Vacuum cleaner, 11:40m fiber cable, 21:Gal-
vano mirror, 21a:Galvano motor, 22:Z variable focus lens, 22a:Z movable lens, 22b:Z main lens, 24:Focus control,  23:Di-
chroic window,  31:Laser distance meter, 32:Control cable, 41:High pressure gas nozzle, 51:Gas hose, 52:Water-tank, 53: 
Absorber & filter, L1:Peeling laser, L2:Distance metering Laser, T:RI-contaminated target,  A:Robot arm,  R:Moving vehicle. 
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に大きな変化はなかった。走査速度は��軸が�
１０��毎秒以上からＺ軸が５�毎秒以上、２５０�出
力に調節したファイバーレーザーを使用して、剥
離深さが約４０μ��で剥離面積が約０．１～０．２��2毎
時、剥離深さが約２μ��で剥離面積が約２～４�2

毎時である。最初に①高速で３次元表面マップを
計測するが、計測後にこれを用いても、あるいは
リアルタイムで計測を続けて、計測中に各時点で
の計測値に従って、②表面剥離用レーザーの焦点
を高速３次元スキャンして表面剥離を行っても同
等の結果が得られる。これによって③表面および
内部の瞬間蒸散・昇華が起こる。湿式サンドブラ
ストと比較して３倍程度の１���毎分の剥離が実測
され、２��程度の装置出力の増加と数倍のエネ
ルギー密度の増大で、さらに、３０倍程度に相当す
る数���毎分から１０���毎分程度の剥離量が得られ
た。④この蒸散／昇華デフリは噴出ガスと水封集
塵機で吸引される。⑤蒸散／昇華した粉塵は、比
較的粒径が大きく、ガスと共に吸引されて、水槽
底部に導かれ、水中の金網に捕集されるように設
計した水封集塵機に捕集され、回収される。

３．２　試作機
　������はレーザー除染機の試作機の写真で、４
角錐のコーンの根元に��（非反射）コーティン
グした窓が見える。この試作機は、������以下の
模擬的なレーザー除染試験で用いたブレッドボー
ド上のレーザー剥ぎ取り試験用の装置をホット試
験が可能なように筐体に入れ、保護窓を持った
コーン状のレーザー照射部を追加して、ガスの噴

出と粉じんを含むガスを吸引して集塵できるもの
である。これでホット試験可能な試作機が実際の
原子炉配管などの実汚染物を用いる実用化試験に
利用できることになった。これを用いて実汚染試
料に対してレーザー除染試験を行った。
　������は、１０��弱の厚みの炭素鋼板を２枚重ね
てレーザー剥離している写真である。１０��程度
の段差１段に対して行った試験で、炭素鋼の板左
側と右側双方ともに同様の深さに削れていること
を確認できた。現在市販されているレーザー塗装
剥離機或いはこれと同等な性能のレーザー除染機
は、長焦点或いは平行光でパルスレーザーを用い
ており、ステンレス鋼では材料内部の保護のため
に母材に損傷を与えない様に、また剥離できない
様に１００�����2から�����2程度にエネルギー密
度を低くしてある。新しいレーザー除染機は、こ
れより３桁エネルギー密度が高く、安価な��
レーザーを用いて３次元高速焦点調整し、焦点域
内で強く剥離を行う設計である。もともと手で支
えて使用するハンディ型レーザー除染機を考えて
いたので、それほど安定でない両手保持や先端に
小車輪の付いた簡易ガイド枠による支持を模擬し
たものでもレーザー除染機の駆動範囲内であれば
安定した剥離ができた。

　������は、同じレーザーを２５０�に調整して、剥
離重量計測のしやすい２次元のスキャナーを用い
て行った。このサンプルは金属光沢のある平たい
ステンレス鋼で１���毎分の除去量で１０��毎秒の走

― ５１ ―

�������	�
	��	������	��������	�
���

Fig. 3 Prototype of the new laser cleaner for the nuclear de-
contamination

Fig. 4 Automatic surface peeling of the 2 carbon steel plates 
being fixed like steps



査速度でレーザーを走査して剥離している様子で
ある。３次元スキャナーでも同じ条件で同じ除去
量が得られている。������は、������と同じレー
ザーを用いて、はるかに低い出力で行ったコー
ヒー缶の表面剥離のセットアップの様子で、表面
の明るい線は距離計が高速スキャンしているレー
ザー光の残像である。������は、剥離後の表面の

様子で、右側と左側の剥離深さの不一様性は端部
と中心のレーザースポットの照射面積の差、エネ
ルギー面密度の差から来ており、焦点のずれでは
ない。距離計測データから焦点は表面に一致して
いる。
　������は、２０��弱の３段階の段差を１走査で移
動して各段で焦点をその表面に合わせてレーザー
剥離を行った例である。レーザーが届かない角度
のついた垂直面はレーザー光が届かないので削れ
てないが、光が届く範囲は垂直面でも削れてい
る。コーヒー缶表面の剥離のムラでわかるように
斜面でのエネルギー密度の差によるムラは避けら
れないが、焦点は合っているので照射角度をロ
ボットアームで変えて一様な剥離が実現できる。
������は、完全に不規則な凸凹の曲面のレーザー
剥離例である。現在の装置で±２０��の範囲内で
あれば３次元的に不規則な曲面でもレーザーの焦
点深度内で焦点位置を表面近傍に保持して、最適
に表面を剥離できる。ここでは茶のアルミ缶をつ
ぶして不規則曲面を作成して、これをレーザー除
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Fig. 7 Expanded view after the laser peeling, as focused just 
on the surface of the aluminum can

Fig. 5 Laser peeling tests for a flat and shiny stainless steel 
plate

Fig. 6 Laser surface peeling of a coffee aluminum can

Fig. 8 Automatic surface peeling of the 3 stepped carbon-steel 
block

Fig. 9 Automatic surface peeling of the irregularly-deformed 
green tea aluminum can



染機で穴が開かないように５％程度の微弱なレー
ザーパワーで剥離した。

４．除染試験

４．１　除染試験装置と周辺環境
　�������は、実汚染物を用いた除染試験を行った
２重のビニールハウス内の試験装置と実験補助者
の写真である。中央がレーザー除染機本体とその
固定具、また集塵機のフィルター保持部と１５０��
直径のカナアルミダクトが見える。
　�������は、中央部の４角錐コーンの根元内側に
光学窓があり、この窓から高速走査されたレー
ザー光が射出されて、コーンの開口出口にある実
汚染試料とこの試料を保持するホルダーにレー
ザーが当たって蒸散した汚染物等が飛散する様子
が見える。左上はレーザー除染機本体をビニール

で包んだもの、右上は集塵用フィルターとその保
持枠である。この実汚染サンプルは表面が柔らか
く、１５秒程度で８０μ��程度剥離して、��濃度９９％
の除染が終了した。
　�������は、実汚染試料を切り出した材料で厚さ
１０��直径１ｍ程度の穴あきの円板でこれを３５��
四角に切り出してレーザー除染試験に用いた。こ
の材料は６０��濃度が１～２�������であった。バ
ンドソーでサンプルの切り出しを行った。
　�������は、約３５�����３５�����１０��のレーザー
除染前のステンレス鋼実汚染試料。長時間の原子
炉の運転によりこの厚い高濃度の放射性物質を含
む黒褐色の錆や水垢が厚く付着したもので比較的
表面は粗い。このステンレス鋼実汚染試料は裏と
表の２面が汚染された表面で、他の４面はバンド
ソーによる切断面で切断時に巻き込まれた放射性
物質以外は汚染物は無い。
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Fig.13 About 35mm x 35mm x 10mm rectangular and heavily 
RI-contaminated block samples before the laser irradia-
tion

Fig. 11 The second laser decontamination trial picture for the 
heavily 60Co contaminated sample being performed 
at March, 2012

Fig. 10 Double thick-plastic green house dedicated for the la-
ser decontamination trial

Fig.12 A large stainless-steel disk with many holes was used 
to make about 35mmx35mmx10mm rectangular and 
heavily RI-contaminated block samples for the 2013 
March laser decontamination trial



　�������は、除染試験試料の表面へのレーザー除
染機によるレーザー除染の実行の様子である。�
１０��毎秒以上の速度で高速走査される高輝度高エ
ネルギーのレーザー光によって蒸散する汚染物を
含むステンレス鋼の粒子は赤熱された状態で蒸散
し、飛散する。高圧ガスがレーザー光の窓周辺を
高速で流れて、汚損を防いでいる。写真では飛散
する高温の粒子が高圧ガスで進路が曲げられなが
ら押し戻されている様子が火線として目視できる。

　�������は、レーザー剥離されたため金属光沢に
変わったステンレス鋼実汚染試料である。最初の
１５秒程度で８０μ��除去後のステンレス鋼片であ
る。除染前の少しざらついた感じの黒褐色の表面
は、レーザー照射開始直後に光り輝く、少し金色
の金属光沢の面に変化する。

　�������は、その左端のものが今回試作して試験
した集塵機で、設置直後の動作試験中の写真であ
る。出口は１００��直径のカナアルミダクト、入り
口は除染機の入口径に合わせた７５��のカナアル
ミダクトを用いた。このダクトは軽量のアルミを
蒸着したプラスチックフィルムで細い亜鉛メッキ
鉄線螺旋を裏と表から張り合わせたもので空調用
のダクトとして開発された、比較的ありふれた工
業製品である。比較検討した工業用ダクトの中で
は最も軽量で、且つ１００℃�まで耐える耐熱性もあ
り、安価で、強度もあり、破損した場合や使用後
に汚染した場合は放射性物質専用の焼却炉等によ
り減容廃棄も容易である。

４．２　レーザー除染試験の成果
　このレーザー除染機を用いて高濃度の６０��等の
放射性物質に汚染された原子炉一次冷却水系の構
成要素である４０��程度の直径のステンレス鋼配
管を５��四角に切り出したものと１��厚みのス
テンレス鋼製円板を３５��程度の四角に切り出し
たものに対して、この２種類のステンレス鋼片の
除染を３回に渡り試みた。レーザーはシングル
モードの��ファイバーレーザーで２５０�程度で
３次元手動制御により表面の除染剥離を行った。
２０１０年３月に最初に行った５０��四角に切り出し
たステンレス鋼片の配管内面のレーザー除染は、
可能性調査試験として行った原理検証であった。
既に配管内面は化学除染されてクリアランスレベ
ルを数倍超える比較的低濃度の数百�����の放射
性物質汚染が残っていた。この汚染された内曲面
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Fig. 14 High power laser lights irradiated surface of heavily-con-
taminated stainless-steel sample, and hot stainless-steel 
particles were evaporated from the high speed scanned 
spots during the 2013 March trial

Fig.15 Shining surface of the stainless-steel sample (about 
35mm x 35mm x 10mm) just after the laser decontami-
nation

Fig. 16 Dedicated vacuum cleaner in collecting the contami-
nated particles from the laser decontamination device



を持つ５０��四角切片のステンレス鋼配管切断片
をレーザー除染したところ、除去率が９０％、除染
係数（��＝（除染前汚染濃度）／（除染後汚染濃
度））が１０程度でクリアランスレベルの数分の一で
ある数十�����まで除染できた。これにより新し
い動作原理の除染機の原理検証ができたと考え
て、２０１０～１１年度に現システムの開発を行い、
２０１２年３月にレーザー除染試験を行った。これは
高濃度１������の３５��四角で厚み１０��のステ
ンレス鋼片をレーザー除染したもので、裏と表の
２面の除染を行ったが切断時に側面に巻き込まれ
た放射性物質が残留したために９９％程度の除染率
で��が１００であった。２０１３年３月に同様に高濃
度１������の３５��四角で厚み１０��のステンレ
ス鋼片を再度準備してレーザー除染試験を行い、
除染試験途中で前回問題となった側面の切断時の
放射性物質の巻き込みを除去した後レーザーで除
染したところ、６０��のガンマ線は検出限界以下と
なった。これは後日改めて高感度ゲルマニウムγ
線検出器で長時間再計測したところ９９．９７％以上
の除染率で��＝３３００程度以上であった。

５．まとめ

　原子炉一次冷却水系のステンレス鋼などに典型
的に見られる応力腐食割れ亀裂や孔食に侵入して
いる放射性物質汚染物を完全に除去するために、
今までのレーザー除染機とは異なり、表面のみで
なく表面に近い内面まで研削し、除去可能なよう
に、焦点のエネルギー面密度を３桁程度あげ、高
速で表面を３次元走査し、自動で表面までの距離
を３次元で計測制御することにより常に焦点を表
面に保持するレーザー除染機を開発した。この新
しい動作原理に基づくレーザー除染機を用いて、
原子炉一次冷却水系のステンレス鋼製の大型配管
及び穴付き円板から切り出した低濃度及び高濃度
の実汚染試料を除染した。その結果、この除染試
験では、今までより大きな除染能力を確認でき
た。特に低濃度汚染物試料については、クリアラ
ンスレベル以下の濃度まで除染できた。高濃度実

汚染物試料については検出限界以下まで短時間で
完全に除染することができた。
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１．はじめに

　ウラン廃棄物については、埋設の処分区分値は
今後定められる状況にあるため、ここでは天然ウ
ラン組成で１０����を仮の基準とし、このレベル
の濃度判定が合理的に行えるようにすることを目
指して開発を行った。合わせて、以下の要件を満
たすことを開発目標とした。
・測定作業の合理化の観点から保管されているウ
ラン廃棄物を容器のまま測定できること。容器
としては最も数量が多い２００��ドラム缶を想定
する。
・可燃、難燃、不燃の様々な形状の廃棄物（内容
物）に適用できること。

・装置が簡易で測定が簡便であること。
・ドラム缶１本の測定時間は数時間程度であるこ
と。

　これらの要件を勘案し、本開発ではパッシブγ
法を選定した。パッシブγ法では、線源であるウ
ラン分布及び遮蔽効果をもたらす廃棄物マトリッ
クスの密度分布が測定精度に影響を与えるため、
種々の手法が考案されている。例えば、線源位置
をある仮定を基に推定し測定を行う方法、容器を
回転させながら測定を行うことで疑似的な均一化
を図る方法、或いは廃棄物マトリックスを詳細に
モデル化する方法などがあるが、精度不足、誤差
評価のあいまいさ、測定時間に問題があるなど、
本開発の要件を満足するものはない。そこで、人
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　������は大学・民間等で発生する研究施設等廃棄物の合理的処理に向けて活動を行ってきた。
������が処理対象とする廃棄物の大部分はウランで汚染された廃棄物（ウラン廃棄物）である。処理施
設設計のためには廃棄物容器毎のウラン量についての情報が必要であるが、現在まで十分な把握は行われ
てはいない。これは、ウラン廃棄物の予想される処分区分濃度レベルで適切な評価手法が確立されていな
いことが原因のひとつとなっている。このため、������では、２００��ドラム缶に収納された廃棄物のウラ
ン量評価について（独）原子力研究開発機構　人形峠環境技術センターで考案された“等価モデル”手法の
適用性を検討してきた。ここでは、開発目標、等価モデル、適用性試験の結果について報告する。
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形峠環境技術センターで考案された“等価モデル”
に着目し、その適用性を検討した。

２．“等価モデル”の概要

　従来のパッシブγ法ではひとつのエネルギーの
γ線の計数率を用いてウラン量を評価しているた
め、評価結果のばらつき低減には限界があった。
“等価モデル”は、遮蔽効果を考慮した軸（���������）
を導入し、計数率と���������の相関関係を用いるこ
とにより、より精度の高い評価を可能にするもの
である。
　�－２３８は半減期約２４日の��－２３４を経て比較的
短時間で��－２３４�と平衡になる。��－２３４�から
放出される１００１���と７６６���のγ線の計数率比
は、線源から検出器までのγ線透過経路の遮蔽の
程度を示す指標となりうる。合わせて、ドラム缶
の周囲を一定の角度ピッチで測定を行い、計数率
の幾何平均をとることで、γ線透過経路における
廃棄物の密度分布や線源の偏在を平均化すること
ができる。遮蔽の程度と１００１���の計数率幾何平
均との間の相関関係を用いることで、ひとつの計
数率データを基にした評価よりも評価誤差を抑制
することが可能となる。このように、γ線計数率
の幾何平均と遮蔽の程度の２次元座標系でウラン
量評価を行うことが等価モデルの特徴である。
　������のようにドラム缶の周方向に一定角度で
測定を行うときの評価座標は以下のように記述さ
れる。１００１���と７６６���のγ線計数率を次式で
表わすとき、

　　I０�：ウラン量に対応するγ線放出率
　　��：γ線の減衰係数
　　��：線源から検出器までの距離
　　��：角度ピッチ番号

２次元評価座標の縦軸、横軸を次式で定義する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　��－２３４�の量（�－２３８の量）が一定の場合、線
源分布や廃棄物密度の不均一性によらず評価座標
が一本の線となるので、ウランの定量は以下の手
順で行うことができる。
①一定量のウラン線源を用いて��������	を変
えた測定を行い、検量線を作成する。例え
ば、同心円状にウラン線源を配置し、その半
径を変えることで��������	を変化させるこ
とができる。

②測定対象物の計測結果を評価座標に変換し、
検量線との比較を行う。測定点と検量線との
縦軸方向の差異から�－２３８の定量を行う。

　評価の手順を������に示した。
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（１００１���計数率の幾何平均）

（１００１���と７６６���の計数率比の関数
であり、��������	と表記する）

�：１００１���と７６６���の放出率の比

 

 

 

 

 

 

Fig. 1 Stepwise measurement of 1001keV and 766keV γrays 
around waste container



３．“等価モデル”の適用性試験

　２００�ドラム缶に模擬廃棄物を収納し、総量一
定のウラン線源の配置を変化させて、評価座標を
求めた。模擬廃棄物には鉄系材料の均一媒体（ラ
シヒリング充填）、小口径配管、大口径配管の３種
類で廃棄物密度の不均一性を変化させた。また、
これらと材料が異なるコンクリートブロックの模
擬廃棄物も用意した。内容物の重量は１５０��程度
に揃えている。これらの写真を��������	に示
す。これらの模擬廃棄物に棒状線源を�������	
のように配置した。図では黒点で線源を示してい
る。均一媒体（�０１～０７）、小口径配管（�０１～�１０）
及びコンクリートブロック（�０１～�０３）の線源
配置は��������	がある程度の幅を持つように設
定した。大口径配管（�０１～�０３）では線源の局
在をパラメータとした。線源には天然ウランを使
用し、全ての試験ケースで総ウラン量は１９２�とし
た。��半導体検出器の相対効率は６６％、角度
ピッチ毎の測定時間は２０分、角度ピッチは３０度で
ある。
　������に試験結果をまとめた。各試験ケースの
評価座標は、線源配置及び廃棄物密度分布が異
なってもほぼひとつの直線上に分布している。図
中の直線は�０１から�０４を仮の検量線として引い
たものである。

�

�
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Fig. 2 Preperation of a calibration line and determination of U-
238 quantity in waste container

Photo 4 Concrete blocks piled up in container 

Photo 3 Large size pipes stored with gross ununiformity

Photo 2 Small size pipes stored with minor ununiformity

Photo 1 Uniform density model waste filled with raschig rings
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４．相対誤差の評価

　“等価モデル”では、ウラン量は角度ピッチ毎の
１００１���計数率の幾何平均を基に計算される。角
度ピッチ毎に測定された計数率には統計誤差が含
まれており、この誤差が幾何平均に伝搬してい
る。幾何平均の標準誤差σ�は、角度ピッチ毎の
個々の１００１���計数率のσ�から次式のように計
算することができる。

　　　　　

　また、��とσとは測定から������に示す関係に
ある。これらを用いて������に示した各点の相対
誤差を計算した結果を������に示す。図には、角
度ピッチ毎の計数率±σの場合の相対誤差も付記
した。ウラン量評価の相対誤差は２０％程度以内と
なっている。
　試験で使用したウラン量と廃棄物重量からウラ
ン濃度は３２����となる。開発目標である１０����
での標準誤差の見積もりを同様に行った結果を
�������に示す。相対誤差は３２����の場合から大
きく増加することはなく２０％程度以内となった。

― ５９ ―
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Fig. 3 Uranium distribution in uniform medium

Fig. 4 Uranium distribution in small size pipes

 

B01 B02 B03 B04 B05

B06 B07 B08 B09 B10

：１００１���計数率の幾何平均

Fig. 6 Uranium distribution in concrete blocks

Fig. 5 Uranium distribution in large size pipes

C01 C02 C03 

Fig. 7 Plotting of measured values converted into 2-dimen-
sional coordinate system

Fig. 8 Relation between 1001keV count rate and σ



５．検出下限の評価

　������法により検出下限の評価を行った。ま
ず、ウラン線源が無いときのドラム缶測定を行
い、コベル法で１００１���の計数率を算出した。結
果の頻度分布を�������に示す。これから求めた
ブランクでの１００１���計数率の平均は０．００３４���、
標準偏差は０．００５８���となった。このブランクで

の計数率分布の裾と５％の重なりを持つ１００１���
計数率幾何平均値を、前述の誤差伝搬の式及び
������を基に計算した。この結果、試験を行った
ときの測定条件での検出限界濃度は天然ウラン換
算で１．２����となった。

６．まとめ

　“等価モデル”手法によりウラン廃棄物中のウラ
ン量を簡便かつ精度よく評価できる見通しが得ら
れた。今後は、容器内高さ方向での線源分布の影
響について検討を行い、実用化の観点から合理的
な測定方法を確立するとともに、最大誤差評価を
行う予定である。
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Fig. 11 Frequency distribution of 1001KeV count rate of blank 
container

Fig. 9 Relative error of evaluated uranium quantity in model wastes

Fig. 10 Estimated at 10 Bq/g uranium concentration



Radwaste and Decommissioning Center

RANDEC contributes to establishment of generic 
nuclear energy backend technology in Japan. The 
following works are currently intensively involved:

RANDEC works for advancement of science and 
technology, and sustainable environmental cleanliness.

The establishment of business work of consignment, 
store and process of radwaste from domestic 
research, industrial facilities etc. for disposal. 

The research and development of nuclear facility 
decommissioning technology and radwaste treatment 
as well as disposal.

The study on decontamination and environmental 
restoration of ground in Fukushima and Kanto area.

The dissemination and enlightenment of backend 
research and development results, and training.




